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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　４つの車輪に対応して設けられ、それぞれが、電磁モータを備え、その電磁モータが発
生させる力に依拠してばね上部とばね下部とを接近・離間させる方向の力である接近離間
力を発生させる４つの接近離間力発生装置と、
　前記４つの接近離間力発生装置の各々の備える電磁モータの作動を制御することで、前
記４つの接近離間力発生装置の各々が発生させる接近離間力を制御するとともに、抑制の
対象となる車体の挙動が互いに異なる複数の車体挙動抑制制御を実行可能とされた制御装
置とを備えた車両用サスペンションシステムであって、
　前記制御装置が、
　前記４つの接近離間力発生装置の各々の制御目標値を、その各々が前記複数の車体挙動
抑制制御の各々において発生させるべき接近離間力についての複数の制御目標値成分を決
定するとともにそれら複数の制御目標値成分を和することによって決定する制御目標値決
定部と、
　前記４つの接近離間力発生装置のうちの１つのものである対象装置の制御目標値を、特
定の低減規則に従って低減させ、そのときに、それぞれが前記４つの接近離間力発生装置
のうちの前記対象装置以外のものである３つの対象外装置のうちの少なくとも１つのもの
の制御目標値をも、前記特定の低減規則に従って低減させる制御目標値低減部とを備え、
  前記特定の低減規則が、複数の制御目標値成分のうちの前記複数の車体挙動抑制制御の
うちの全てではなく一部をなす１以上のものについての制御目標値成分である１以上の特
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定制御目標値成分のみを特定の比率で低減させる規則である車両用サスペンションシステ
ム。
【請求項２】
　前記特定の低減規則が、前記複数の車体挙動抑制制御において抑制対象となる車体の複
数の挙動のうちのいずれかのものが大きい場合に、そのいずれかのものを抑制する車体挙
動抑制制御についての制御目標値成分を、前記１以上の特定制御目標値成分に含まないよ
うにする規則である請求項１に記載の車両用サスペンションシステム。
【請求項３】
  前記複数の車体挙動抑制制御が、(i)車両の旋回に起因する車体のロールを抑制するロ
ール抑制制御と、(ii)車両の加減速に起因する車体のピッチを抑制するピッチ抑制制御と
、(iii)ばね上部の振動をそれを減衰させることによって抑制する振動抑制制御とから選
ばれる少なくとも１つのものを含む請求項１または請求項２に記載の車両用サスペンショ
ン装置。
【請求項４】
　前記複数の車体挙動抑制制御が、車両の旋回に起因する車体のロールを抑制するロール
抑制制御を含むものであり、
　前記特定の低減規則が、前記制御装置がロール抑制制御を優先して実行すべきときに、
ロール抑制制御において発生させるべき接近離間力についての制御目標値成分を、前記１
以上の特定制御目標値成分に含まないようにする規則である請求項１ないし請求項３のい
ずれかに記載の車両用サスペンションシステム。
【請求項５】
　前記複数の車体挙動抑制制御が、車両の加減速に起因する車体のピッチを抑制するピッ
チ抑制制御を含むものであり、
　前記特定の低減規則が、前記制御装置がピッチ抑制制御を優先して実行すべきときに、
ピッチ抑制制御において発生させるべき接近離間力についての制御目標値成分を、前記１
以上の特定制御目標値成分に含まないようにする規則である請求項１ないし請求項４のい
ずれかに記載の車両用サスペンションシステム。
【請求項６】
　前記複数の車体挙動抑制制御が、ばね上部の振動をそれを減衰させることによって抑制
する振動抑制制御を含むものであり、
　前記特定の低減規則が、前記制御装置が振動抑制制御を優先して実行すべき状況におい
て、振動抑制制御において発生させるべき接近離間力についての制御目標値成分を、前記
１以上の特定制御目標値成分に含まないようにする規則である請求項１ないし請求項５の
いずれかに記載の車両用サスペンションシステム。
【請求項７】
　前記制御目標値低減部が、前記４つの接近離間力発生装置のうちの前記制御目標値決定
部において決定された制御目標値が設定閾目標値を超えた１つのものを前記対象装置とし
て、その対象装置の制御目標値および前記３つの対象外装置のうちの少なくとも１つのも
のの制御目標値を低減させるように構成された請求項１ないし請求項６のいずれかに記載
の車両用サスペンションシステム。
【請求項８】
　前記特定の低減規則が、前記対象装置の制御目標値が前記設定閾目標値を超えないよう
に低減させる規則である請求項７に記載の車両用サスペンションシステム。
【請求項９】
  前記制御目標値低減部が、前記４つの接近離間力発生装置のうちの前記制御目標値決定
部において決定された制御目標値が設定閾目標値を超えた１つのものを前記対象装置とし
て、その対象装置の制御目標値および前記３つの対象外装置のうちの少なくとも１つのも
のの制御目標値を低減させるように構成され、
　前記特定の比率が、前記制御目標値決定部によって決定された前記対象装置の制御目標
値が前記設定閾目標値となるように、前記制御目標値決定部によって決定された前記対象
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装置の前記１以上の特定制御目標値成分を低減させたときの、前記制御目標値決定部によ
って決定された前記対象装置の前記１以上の特定制御目標値成分に対するその低減させた
前記対象装置の前記１以上の特定制御目標値成分の比率とされた請求項１ないし請求項８
のいずれかに記載の車両用サスペンションシステム。
【請求項１０】
　前記制御目標値低減部が、前記４つの接近離間力発生装置のうちの前記制御目標値決定
部において決定された制御目標値が設定閾目標値を超えた１つのものを前記対象装置とし
て、その対象装置の制御目標値および前記３つの対象外装置のうちの少なくとも１つのも
のの制御目標値を低減させるように構成され、
   前記複数の制御目標値成分のうちの前記１以上の特定制御目標値成分以外のものを１
以上の優先制御目標値成分と定義した場合において、
　前記特定の比率が、前記設定閾目標値から前記制御目標値決定部によって決定された前
記対象装置の前記１以上の優先制御目標値成分を減じたものの、前記制御目標値決定部に
よって決定された前記対象装置の前記１以上の特定制御目標値成分に対する比率とされた
請求項１ないし請求項８のいずれかに記載の車両用サスペンションシステム。
【請求項１１】
  前記４つの接近離間力発生装置の各々が、
　一端部が４つの車輪のうちの対応するものを保持する車輪保持部と車体との一方に連結
された弾性体と、
　前記車輪保持部と車体との他方と前記弾性体の他端部との間に配設されてその他方と前
記弾性体とを連結するとともに、前記電磁モータが発生させる力であるモータ力に依拠し
て自身が発生させる力を前記弾性体に作用させることで、自身の動作量に応じて前記弾性
体の変形量を変化させるとともに、その力を前記弾性体を介して接近離間力として前記車
輪保持部と車体とに作用させる電磁式のアクチュエータと
　を有する請求項１ないし請求項１０のいずれかに記載の車両用サスペンションシステム
。
【請求項１２】
　当該車両用サスペンションシステムが、さらに、４つの車輪に対応して設けられてそれ
ぞれがばね上部とばね下部とを弾性的に連結する４つのサスペンションスプリングと、４
つの車輪に対応して設けられてそれぞれがばね上部とばね下部との接近・離間動作に対す
る抵抗力を発生させる４つの液圧式のショックアブソーバとを備えた請求項１ないし請求
項１１のいずれかに記載の車両用サスペンションシステム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電磁モータの力によってばね上部とばね下部とを接近・離間させる装置を各
車輪に対応して設けた車両用サスペンションシステムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　電磁モータの力によってばね上部とばね下部とを接近・離間させる方向の力（以下、「
接近離間力」という場合がある）を制御可能に発生させる装置、つまり、接近離間力発生
装置を各車輪に配備した車両用サスペンションシステムは、車体の姿勢，振動等、車体の
挙動を適切に制御できる可能性が高いことから、近年、開発が急速に進められている。そ
のような車両用サスペンションシステムとしては、例えば、下記特許文献に示すようなシ
ステムが検討されている。ちなみに、それらのシステムは、車体のロールを効果的に抑制
することを主目的とするシステムである。
【特許文献１】特開２００２－２１８７７８号公報
【特許文献２】特開２００２－２１１２２４号公報
【特許文献３】特開２００６－８２７５１号公報
【発明の開示】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　上記接近離間力発生装置を各車輪に対応して設けた車両用サスペンションシステムでは
、車体の挙動の適切な制御という目的からすれば、接近離間力発生装置が発生可能な接近
離間力は、余裕がある程に大きいことが望ましい。その一方で、接近離間力発生装置には
、車両への搭載性の観点から、コンパクトであるとか軽量であるといったことが望まれ、
さらには、車両コストの観点から、安価であるといったことが望まれる。したがって、接
近離間力発生装置は、理想とする大きさの接近離間力を発生させることができない仕様の
ものとせざるを得ない場合もある。その場合、車体の挙動の適切な制御を担保するための
何らかの手段が望まれ、有効な手段を採用することが、接近離間力発生装置を各車輪に対
応して設けた車両用サスペンションシステムの実用性の向上に繋がることになる。本発明
は、そのような実情に鑑みてなされたものであり、当該車両用サスペンションシステムの
実用性を向上させることを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　上記課題を解決するために、本発明の車両用サスペンションシステムは、４つの車輪に
対応して設けられた４つの電磁式の接近離間力発生装置と、その４つの接近離間力発生装
置の各々が発生させる接近離間力を制御するとともに、複数の車体挙動抑制制御を実行す
る制御装置とを備えたシステムであって、制御装置が、(a)４つの接近離間力発生装置の
各々の制御目標値を、その各々が複数の車体挙動抑制制御の各々において発生させるべき
接近離間力についての複数の制御目標値成分を決定するとともにそれら複数の制御目標値
成分を和することによって決定する制御目標値決定部と、(b)４つの接近離間力発生装置
の１つである対象装置の制御目標値を特定の低減規則に従って低減させ、そのときに、対
象装置以外の３つの接近離間力発生装置のうちの少なくとも１つの制御目標値をも、その
特定の低減規則に従って低減させる制御目標値低減部とを備え、その特定の低減規則が、
複数の制御目標値成分のうちの一部の制御目標値成分のみを特定の比率で低減させる規則
であることを特徴とする。
【発明の効果】
【０００５】
　本発明の車両用サスペンションシステムによれば、１つの接近離間力発生装置の複数の
制御目標値成分のうちの一部の制御目標値成分を低減させた場合に、他の１以上の接近離
間力発生装置の一部の制御目標値成分を、その１つの接近離間力発生装置の一部の制御目
標値成分を低減させた規則とおなじ規則で低減させることができるため、４つの接近離間
力発生装置が発生させる接近離間力のバランスを適切に保つとともに、複数の車体挙動抑
制制御のうちの一部の制御のみを制限することが可能となる。その結果、車両の走行状況
等に応じて、抑制することが望ましい車体の挙動を充分に抑制するともに、４つの接近離
間力発生装置が発生させる接近離間力のバランスを適切に保つことが可能となる。
【発明の態様】
【０００６】
　以下に、本願において特許請求が可能と認識されている発明（以下、「請求可能発明」
という場合がある）の態様をいくつか例示し、それらについて説明する。各態様は請求項
と同様に、項に区分し、各項に番号を付し、必要に応じて他の項の番号を引用する形式で
記載する。これは、あくまでも請求可能発明の理解を容易にするためであり、それらの発
明を構成する構成要素の組み合わせを、以下の各項に記載されたものに限定する趣旨では
ない。つまり、請求可能発明は、各項に付随する記載，実施例の記載等を参酌して解釈さ
れるべきであり、その解釈に従う限りにおいて、各項の態様にさらに他の構成要素を付加
した態様も、また、各項の態様から構成要素を削除した態様も、請求可能発明の一態様と
なり得るのである。
【０００７】
　なお、下記（１）項，（５）項および（１１）項を合わせたものが請求項１に相当し、
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請求項１に（１３）項の技術的特徴を付加したものが請求項２に、請求項１または請求項
２に（６）項の技術的特徴を付加したものが請求項３に、請求項１ないし請求項３のいず
れかに（１４）項の技術的特徴を付加したものが請求項４に、請求項１ないし請求項４の
いずれかに（１６）項の技術的特徴を付加したものが請求項５に、請求項１ないし請求項
５のいずれかに（１８）項の技術的特徴を付加したものが請求項６に、請求項１ないし請
求項６のいずれかに（２）項の技術的特徴を付加したものが請求項７に、請求項７に（３
）項の技術的特徴を付加したものが請求項８に、請求項１ないし請求項８のいずれかに（
１２）項の技術的特徴を付加したものが請求項９に、請求項１ないし請求項８のいずれか
に「特定の比率が、設定閾目標値から対象装置の１以上の優先制御目標値成分を減じたも
のの、制御目標値決定部によって決定された対象装置の１以上の特定制御目標値成分に対
する比率である」という技術的特徴を付加したものが請求項１０に、請求項１ないし請求
項１０のいずれかに（２０）項の技術的特徴を付加したものが請求項１１に、請求項１な
いし請求項１１のいずれかに（２４）項の技術的特徴を付加したものが請求項１２に、そ
れぞれ相当する。
【０００８】
　（１）４つの車輪に対応して設けられ、それぞれが、電磁モータを備え、その電磁モー
タが発生させる力に依拠してばね上部とばね下部とを接近・離間させる方向の力である接
近離間力を発生させる４つの接近離間力発生装置と、
　前記４つの接近離間力発生装置の各々の備える電磁モータの作動を制御することで、前
記４つの接近離間力発生装置の各々が発生させる接近離間力を制御する制御装置とを備え
た車両用サスペンションシステムであって、
　前記制御装置が、
　前記４つの接近離間力発生装置の各々のその各々が発生させるべき接近離間力について
の制御目標値を決定する制御目標値決定部と、
　前記４つの接近離間力発生装置のうちの１つのものである対象装置の制御目標値を、特
定の低減規則に従って低減させ、そのときに、それぞれが前記４つの接近離間力発生装置
のうちの前記対象装置以外のものである３つの対象外装置のうちの少なくとも１つのもの
の制御目標値をも、前記特定の低減規則に従って低減させる制御目標値低減部とを備えた
車両用サスペンションシステム。
【０００９】
　上記接近離間力を制御可能に発生させることが可能な装置を４つの車輪に対応して設け
たシステムにおいては、接近離間力を車体のロールを抑制するロール抑制力として作用さ
せることで、車体のロールを抑制することが可能とされている。また、接近離間力を、ロ
ール抑制力だけでなく、車体のピッチを抑制するピッチ抑制力，車体の振動を減衰する減
衰力として作用させることが可能である。つまり、このような構造のシステムにおいては
、車体のロール，ピッチ，振動等の車体の挙動を制御することが可能とされている。とこ
ろが、例えば、４つの装置のうちの１つのものが発生させる接近離間力を低減させる必要
が生じた場合において、その接近離間力だけを低減させると、４つの装置の各々が発生さ
せる接近離間力のバランスが崩れ、車体の挙動の制御が適切に実行されない虞がある。
【００１０】
　本項の態様の車両用サスペンションシステムでは、例えば、４つの接近離間力発生装置
のうちの１つの装置の制御目標値を低減させる場合、その装置を、制御目標値低減の主た
る対象若しくは優先的な制御目標値低減の対象、つまり、対象装置と認定され、そして、
その対象装置の制御目標値がある規則に従って低減させられるとともに、他の３つの接近
離間力発生装置、つまり、３つの対象外装置のうちの少なくとも１つの装置の制御目標値
が、対象装置の制御目標値を低減させた規則と同じ規則で低減させられる。したがって、
１つの接近離間力発生装置が発生させる接近離間力を低減させるべきときであっても、そ
の接近離間力の低減に応じて、他の１以上の接近離間力発生装置が発生させる接近離間力
をも低減させることができるため、４つの接近離間力発生装置が発生させる接近離間力の
バランスを適切に保つことが可能となる。その結果、４つの接近離間力発生装置による車
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体の挙動の制御が適切な状態に維持されることになる。
【００１１】
　本項に記載の「特定の低減規則」は、どのように制御目標値を低減させる規則であって
もよく、例えば、低減前の制御目標値に対する低減後の制御目標値の比率が特定の比率と
なるように、制御目標値を低減させる規則であってもよく、低減前の制御目標値から低減
後の制御目標値を減じた値が特定の値となるように、制御目標値を低減させる規則であっ
てもよい。また、後に詳しく述べるように、制御目標値が複数の制御目標値成分から構成
されるものである場合には、複数の制御目標値成分の全部、若しくは、一部を特定の比率
、あるいは、特定の値で低減させる規則であってもよい。また、「特定の低減規則」は、
必ずしも一定の規則である必要はなく、例えば、成り行きで定められる規則であってもよ
い。具体的に言えば、例えば、車体のロール，ピッチ，振動等の車体の挙動の大きさを指
標するものに基づいて定められる規則であってもよい。
【００１２】
　本項に記載の「接近離間力発生装置」の構成は、特に限定されるものではなく、例えば
、後に説明するように、ばね上部とばね下部との一方に連結される弾性体とその弾性体を
変形させるアクチュエータと備え、アクチュエータの発生させる力を弾性体に作用させる
とともに、その力を接近離間力として発生させるような構成であってもよい。また、(a)
ばね上部に連結されるばね上部側ユニットと、(b)ばね下部に連結され、ばね上部側ユニ
ットと上下方向に相対移動可能とされるばね下部側ユニットと、(c)電磁モータが発生さ
せる力に依拠して、ばね上部側ユニットとばね下部側ユニットとの相対移動に対して抵抗
力を発生させるアクチュエータとを備え、アクチュエータの発生させる力を接近離間力と
して作用させるような構成であってもよく、さらに、(d)ばね上部側ユニットとばね下部
側ユニットとの一方に設けられ、雄ねじが形成されたねじロッドと、そのねじロッドと螺
合し、ばね上部側ユニットとばね下部側ユニットとの他方に設けられたナットとを有し、
ばね上部側ユニットとばね下部側ユニットとの相対移動に伴って、ねじロッドとナットと
の一方が回転する構造とされたねじ機構を備え、電磁モータが発生させる力に依拠してね
じロッドとナットとの一方に回転力を付与することで接近離間力を発生させるような構成
であってもよい。つまり、本項に記載の「接近離間力発生装置」としていわゆる電磁式の
ショックアブソーバを採用してもよい。
【００１３】
　（２）前記制御目標値低減部が、前記４つの接近離間力発生装置のうちの前記制御目標
値決定部において決定された制御目標値が設定閾目標値を超えた１つのものを前記対象装
置として、その対象装置の制御目標値および前記３つの対象外装置のうちの少なくとも１
つのものの制御目標値を低減させるように構成された(1)項に記載の車両用サスペンショ
ンシステム。
【００１４】
　接近離間力発生装置が発生可能な接近離間力は、車体の挙動の適切な制御という目的か
らすれば、余裕がある程に大きいことが望ましい。その一方で、接近離間力発生装置には
、車両への搭載性の観点から、コンパクトであるとか軽量であるといったことが望まれ、
さらには、車両コストの観点から、安価であるといったことが望まれる。このため、接近
離間力発生装置が、車体の挙動の制御において必要とされる接近離間力を発生させること
ができない場合がある。本項に記載の態様においては、必要とされる接近離間力が閾値を
越えるような場合に、閾値を超える接近離間力を低減させるとともに、４つの接近離間力
発生装置が発生させる接近離間力のバランスを適切に保つことが可能である。したがって
、本項に記載の態様によれば、例えば、そのような場合において、車体の挙動の適切な制
御を担保することが可能となる。
【００１５】
　（３）前記特定の低減規則が、前記対象装置の制御目標値が前記設定閾目標値を超えな
いように低減させる規則である(2)項に記載の車両用サスペンションシステム。
【００１６】
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　（４）前記特定の低減規則が、前記対象装置の制御目標値が前記設定閾目標値となるよ
うに低減させる規則である(2)項に記載の車両用サスペンションシステム。
【００１７】
　上記２つの項に記載の態様によれば、例えば、設定された大きさを超える接近離間力の
発生を回避することが可能となる。ただし、発生させるべき接近離間力を低減させ過ぎる
と、車体の挙動の適切な制御を担保することができない虞がある。したがって、後者の項
の態様によれば、発生させるべき接近離間力を低減させ過ぎることなく、車体の挙動の適
切な制御を担保することが可能となる。
【００１８】
　（５）前記制御装置が、抑制の対象となる車体の挙動が互いに異なる複数の車体挙動抑
制制御を実行可能とされ、
　前記制御目標値決定部が、前記４つの接近離間力発生装置の各々の制御目標値を、その
各々が前記複数の車体挙動抑制制御の各々において発生させるべき接近離間力についての
複数の制御目標値成分を決定するとともにそれら複数の制御目標値成分を和することによ
って決定するように構成された(1)項ないし(4)項のいずれかに記載の車両用サスペンショ
ンシステム。
【００１９】
　本項に記載の態様によれば、例えば、接近離間力発生装置を多機能な装置として機能さ
せることが可能となる。ただし、複数の制御が同時に実行されるような場合において、各
制御における接近離間力の方向が互いに同じ方向となると、比較的大きな接近離間力が必
要とされる場合があり、接近離間力発生装置が車体の挙動の制御において必要とされる接
近離間力を発生させることができない虞がある。したがって、本項に記載の態様は、上述
のように設定された大きさを超える接近離間力の発生を回避することが可能な装置を備え
たシステムにとって好適な態様である。
【００２０】
　（６）前記複数の車体挙動抑制制御が、(i)車両の旋回に起因する車体のロールを抑制
するロール抑制制御と、(ii)車両の加減速に起因する車体のピッチを抑制するピッチ抑制
制御と、(iii)ばね上部の振動をそれを減衰させることによって抑制する振動抑制制御と
から選ばれる少なくとも１つのものを含む(5)項に記載の車両用サスペンション装置。
【００２１】
　本項に記載の態様は、車体挙動抑制制御を具体的に限定した態様である。本項に記載の
態様によれば、例えば、車体の挙動を適切に抑制することが可能となる。本項に記載の「
振動抑制制御」は、接近離間力をばね上絶対速度に基づいて決定される減衰力として作用
させる制御、いわゆるスカイフックダンパ理論に基づく制御であってもよく、そのスカイ
フックダンパ理論に基づく制御においていわゆるグランドフックダンパ理論を考慮した制
御、つまり、接近離間力をばね上絶対速度とばね下絶対速度とに基づいて決定される減衰
力として作用させる制御であってもよい。
【００２２】
　（７）前記特定の低減規則が、制御目標値を特定の比率で低減させる規則である(1)項
ないし(6)項のいずれかに記載の車両用サスペンションシステム。
【００２３】
　本項に記載の態様は、特定の低減規則に具体的な限定を加えた態様である。本項の態様
において、４つの接近離間力発生装置の制御目標値を同じ比率で低減させることが可能で
あることから、本項の態様によれば、例えば、１つの接近離間力発生装置が発生させる接
近離間力を低減させるべきときであっても、比較的簡便な手法によって、４つの接近離間
力発生装置が発生させる接近離間力のバランスを適切に保つことが可能となる。本項に記
載の「特定の比率」は、必ずしも一定の比率である必要はなく、成り行きで決定される比
率であってもよい。具体的に言えば、例えば、車両の走行状況等によって変化する対象装
置の制御目標値等に基づいて決定される比率であってもよい。
【００２４】
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　（８）前記制御目標値低減部が、前記４つの接近離間力発生装置のうちの前記制御目標
値決定部において決定された制御目標値が設定閾目標値を超えた１つのものを前記対象装
置として、その対象装置の制御目標値および前記３つの対象外装置のうちの少なくとも１
つのものの制御目標値を低減させるように構成され、
  前記特定の比率が、前記制御目標値決定部によって決定された前記対象装置の制御目標
値に対する前記設定閾目標値の比率とされた(7)項に記載の車両用サスペンションシステ
ム。
【００２５】
　本項に記載の態様によれば、対象装置の制御目標値を低減させる際に対象装置の制御目
標値を設定閾目標値に低減させることが可能となり、例えば、発生させるべき接近離間力
を低減させ過ぎることなく、車体の挙動の適切な制御を担保することが可能となる。
【００２６】
　（９）前記特定の低減規則が、複数の制御目標値成分の各々を特定の比率で低減させる
規則である(5)項または(6)項に記載の車両用サスペンションシステム。
【００２７】
　本項に記載の態様は、複数の制御目標値成分の全てを同じ比率で低減させる態様であり
、言い換えれば、複数の車体挙動抑制制御において発生させるべき接近離間力の各々を同
じ比率で低減させる態様である。つまり、複数の車体挙動抑制制御を均等に制限する態様
である。本項に記載の態様によれば、対象装置の制御目標値を低減させる際に、例えば、
複数の車体挙動抑制制御に差をつけることなく実行することが可能となる。なお、複数の
制御目標値成分の各々を特定の比率で低減させると、それら複数の制御目標値成分を合計
した制御目標値はその特定の比率で低減することから、本項に記載の態様は、上述の項に
記載の制御目標値を特定の比率で低減させる態様と同等の態様と考えることができる。な
お、本項に記載の「特定の比率」は、上述に記載の「特定の比率」と同様の概念であるが
、さらに具体的に言えば、例えば、対象装置の制御目標値を構成する制御目標値成分に基
づいて決定される比率であってもよい。
【００２８】
　（１０）前記制御目標値低減部が、前記４つの接近離間力発生装置のうちの前記制御目
標値決定部において決定された制御目標値が設定閾目標値を超えた１つのものを前記対象
装置として、その対象装置の制御目標値および前記３つの対象外装置のうちの少なくとも
１つのものの制御目標値を低減させるように構成され、
　前記特定の比率が、前記制御目標値決定部によって決定された前記対象装置の制御目標
値に対する前記設定閾目標値の比率とされた(9)項に記載の車両用サスペンションシステ
ム。
【００２９】
　本項に記載の態様によれば、例えば、複数の車体挙動抑制制御に差をつけることなく実
行するとともに、対象装置の制御目標値を設定閾目標値に低減させることが可能となる。
【００３０】
　（１１）前記特定の低減規則が、複数の制御目標値成分のうちの前記複数の車体挙動抑
制制御のうちの全てではなく一部をなす１以上のものについての制御目標値成分である１
以上の特定制御目標値成分のみを特定の比率で低減させる規則である(5)項または(6)項に
記載の車両用サスペンションシステム。
【００３１】
　本項に記載の態様は、複数の車体挙動抑制制御のうちの一部の制御のみを制限する態様
である。言い換えれば、複数の車体挙動抑制制御のうちの制限される制御以外の制御を優
先して実行する態様である。つまり、複数の車体挙動抑制制御において抑制対象となる車
体の複数の挙動のうちの一部のものを重点的に抑制できる態様である。本項に記載の態様
によれば、対象装置の制御目標値を低減させる際に、例えば、車両の走行状況等に応じて
、抑制することが望ましい車体の挙動を充分に抑制するともに、４つの接近離間力発生装
置が発生させる接近離間力のバランスを適切に保つことが可能となる。
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【００３２】
　（１２）前記制御目標値低減部が、前記４つの接近離間力発生装置のうちの前記制御目
標値決定部において決定された制御目標値が設定閾目標値を超えた１つのものを前記対象
装置として、その対象装置の制御目標値および前記３つの対象外装置のうちの少なくとも
１つのものの制御目標値を低減させるように構成され、
　前記特定の比率が、前記制御目標値決定部によって決定された前記対象装置の制御目標
値が前記設定閾目標値となるように、前記制御目標値決定部によって決定された前記対象
装置の前記１以上の特定制御目標値成分を低減させたときの、前記制御目標値決定部によ
って決定された前記対象装置の前記１以上の特定制御目標値成分に対するその低減させた
前記対象装置の前記１以上の特定制御目標値成分の比率とされた(11)項に記載の車両用サ
スペンションシステム。
【００３３】
　本項に記載の態様は、複数の車体挙動抑制制御のうちの一部の制御のみを制限して、対
象装置の制御目標値を設定閾目標値に低減させる態様である。本項に記載の態様によれば
、例えば、複数の車体挙動抑制制御において抑制対象となる車体の複数の挙動のうちの一
部のものを重点的に抑制するとともに、対象装置の制御目標値を設定閾目標値に低減させ
ることが可能となる。
【００３４】
　複数の制御目標値成分のうちの少なくとも１つの特定制御目標値成分以外のものを少な
くとも１つの優先制御目標値成分と定義した場合において、本項に記載の「低減させた対
象装置の少なくとも１つの特定制御目標値成分」は、設定閾目標値から制御目標値決定部
によって決定された対象装置の少なくとも１つの優先制御目標値成分を減じたものと同じ
である。したがって、本項に記載の「特定の比率」は、設定閾目標値から制御目標値決定
部によって決定された対象装置の少なくとも１つの優先制御目標値成分を減じたものの、
制御目標値決定部によって決定された対象装置の少なくとも１つの特定制御目標値成分に
対する比率であってもよい。
【００３５】
　（１３）前記特定の低減規則が、前記複数の車体挙動抑制制御において抑制対象となる
車体の複数の挙動のうちのいずれかのものが大きい場合に、そのいずれかのものを抑制す
る車体挙動抑制制御についての制御目標値成分を、前記１以上の特定制御目標値成分に含
まないようにする規則である(11)項または(12)項に記載の車両用サスペンションシステム
。
【００３６】
　車体の挙動が比較的大きい場合には、そのような車体の挙動はできる限り制御されるこ
とが望ましい。本項に記載の態様においては、比較的大きな車体の挙動を優先的に制御す
ることが可能であることから、本項に記載の態様によれば、例えば、複数の車体挙動抑制
制御において抑制可能な車体の複数の挙動のうちの制御することが望ましいものを優先し
て制御することが可能となる。
【００３７】
　（１４）前記複数の車体挙動抑制制御が、車両の旋回に起因する車体のロールを抑制す
るロール抑制制御を含むものであり、
　前記特定の低減規則が、前記制御装置がロール抑制制御を優先して実行すべきときに、
ロール抑制制御において発生させるべき接近離間力についての制御目標値成分を、前記１
以上の特定制御目標値成分に含まないようにする規則である(11)項ないし(13)項のいずれ
かに記載の車両用サスペンションシステム。
【００３８】
　（１５）前記複数の車体挙動抑制制御が、車両の旋回に起因する車体のロールを抑制す
るロール抑制制御を含むものであり、
　前記特定の低減規則が、車体が受けるロールモーメントが閾値を超える条件下、ロール
抑制制御において発生させるべき接近離間力についての制御目標値成分を、前記１以上の
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特定制御目標値成分に含まないようにする規則である(11)項ないし(14)項のいずれかに記
載の車両用サスペンションシステム。
【００３９】
　上記２つの項に記載の態様は、複数の車体挙動抑制制御のうちのロール抑制制御を優先
する態様である。上記２つの項に記載の態様によれば、制御目標値を低減させても、車体
のロールを充分に抑制することが可能となる。後者の項において、車体が受けるロールモ
ーメントが閾値を超えるか否かは、車体が受けるロールモーメントの大きさを指標するも
ので判定すればよく、例えば、ロールモーメント自体を始めとして、車両の操舵角、車体
に発生している横加速度，車両に発生しているヨーレートといった種々のものを用いて判
定すればよい。
【００４０】
　（１６）前記複数の車体挙動抑制制御が、車両の加減速に起因する車体のピッチを抑制
するピッチ抑制制御を含むものであり、
　前記特定の低減規則が、前記制御装置がピッチ抑制制御を優先して実行すべきときに、
ピッチ抑制制御において発生させるべき接近離間力についての制御目標値成分を、前記１
以上の特定制御目標値成分に含まないようにする規則である(11)項ないし(15)項のいずれ
かに記載の車両用サスペンションシステム。
【００４１】
　（１７）前記複数の車体挙動抑制制御が、車両の加減速に起因する車体のピッチを抑制
するピッチ抑制制御を含むものであり、
　前記特定の低減規則が、車体が受けるピッチモーメントが閾値を超える条件下、ピッチ
抑制制御において発生させるべき接近離間力についての制御目標値成分を、前記１以上の
特定制御目標値成分に含まないようにする規則である(11)項ないし(16)項のいずれかに記
載の車両用サスペンションシステム。
【００４２】
　上記２つの項に記載の態様は、複数の車体挙動抑制制御のうちのピッチ抑制制御を優先
する態様である。上記２つの項に記載の態様によれば、制御目標値を低減させても、車体
のピッチを充分に抑制することが可能となる。後者の項において、車体が受けるピッチモ
ーメントが閾値を超えるか否かは、車体が受けるピッチモーメントの大きさを指標するも
ので判定すればよく、例えば、ピッチモーメント自体を始めとして、車体に発生している
前後加速度，アクセルスロットの開度，ブレーキ圧といった種々のものを用いて判定すれ
ばよい。
【００４３】
　（１８）前記複数の車体挙動抑制制御が、ばね上部の振動をそれを減衰させることによ
って抑制する振動抑制制御を含むものであり、
　前記特定の低減規則が、前記制御装置が振動抑制制御を優先して実行すべき状況におい
て、振動抑制制御において発生させるべき接近離間力についての制御目標値成分を、前記
１以上の特定制御目標値成分に含まないようにする規則である(11)項ないし(17)項のいず
れかに記載の車両用サスペンションシステム。
【００４４】
　（１９）前記複数の車体挙動抑制制御が、ばね上部の振動をそれを減衰させることによ
って抑制する振動抑制制御を含むものであり、
　前記特定の低減規則が、ばね上部の速度が閾値を超える条件下、振動抑制制御において
発生させるべき接近離間力についての制御目標値成分を、前記１以上の特定制御目標値成
分に含まないようにする規則である(11)項ないし(18)項のいずれかに記載の車両用サスペ
ンションシステム。
                                                                                
【００４５】
　上記２つの項に記載の態様は、複数の車体挙動抑制制御のうちの振動抑制制御を優先す
る態様である。上記２つの項に記載の態様によれば、制御目標値を低減させても、ばね上
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振動を充分に抑制することが可能となる。後者の項において、ばね上部の速度が閾値を越
えるか否かは、４つの車輪のいずれに対応するばね上部の速度を用いて判定してもよく、
また、４つの車輪に対応するばね上部の速度の平均の速度を用いて判定してもよい。
【００４６】
　（２０）前記４つの接近離間力発生装置の各々が、
　一端部が４つの車輪のうちの対応するものを保持する車輪保持部と車体との一方に連結
された弾性体と、
　前記車輪保持部と車体との他方と前記弾性体の他端部との間に配設されてその他方と前
記弾性体とを連結するとともに、前記電磁モータが発生させる力であるモータ力に依拠し
て自身が発生させる力を前記弾性体に作用させることで、自身の動作量に応じて前記弾性
体の変形量を変化させるとともに、その力を前記弾性体を介して接近離間力として前記車
輪保持部と車体とに作用させる電磁式のアクチュエータと
　を有する(1)項ないし(19)項のいずれかに記載の車両用サスペンションシステム。
【００４７】
　本項に記載の態様は、接近離間力発生装置の構造をある１つのタイプに限定した態様で
ある。本項に記載の「接近離間力発生装置」は、アクチュエータの発生させる力を弾性体
に作用させるとともに、アクチュエータの動作量に応じて弾性体の変形量を変化させる構
造のものとされている。したがって、本項の態様では、接近離間力発生装置が発生させる
接近離間力と、アクチュエータの動作量とは、相互に対応する。なお、本項に記載の「弾
性体」は、変形量に応じた何らかの弾性力を発揮するものであればよく、例えば、コイル
ばね，トーションばね等、種々の構造の弾性体を採用することができる。
【００４８】
　（２１）前記弾性体が、車体に回転可能に保持されたシャフト部と、そのシャフト部の
一端部からそのシャフト部と交差して延びるとともに先端部が前記車輪保持部に連結され
たアーム部とを有し、
　前記アクチュエータが、車体に固定されるとともに、自身が発生させる力によって前記
シャフト部の他端部をそれの軸線まわりに回転させるものである(20)項に記載の車両用サ
スペンションシステム。
【００４９】
　本項に記載の態様は、接近離間力発生装置の構造をさらに具体的に限定した態様である
。本項の態様における「弾性体」は、シャフト部とアーム部との少なくとも一方が、弾性
体としての機能を有していればよい。例えば、シャフト部が捩られることでそれがばねと
しての機能を有するようにしてもよく、アーム部が撓むことでそれがばねとしての機能を
有するようにしてもよい。なお、上記弾性体は、シャフト部とアーム部とが別部材とされ
てそれらが結合されたものであってもよく、それらが一体化して成形されたものであって
もよい。
【００５０】
　（２２）外部入力に抗して前記アクチュエータを作動させるのに必要なモータ力に対す
るその外部入力の比率を、前記アクチュエータの正効率と、外部入力によっても前記アク
チュエータが動作させられないために必要となるモータ力のその外部入力に対する比率を
、前記アクチュエータの逆効率と、それら正効率と逆効率との積を、正逆効率積と、それ
ぞれ定義した場合において、
　前記アクチュエータが、１／２以下の正逆効率積を有する構造とされた(20)項または(2
1)項に記載の車両用サスペンションシステム。
【００５１】
　本項にいう「正逆効率積」は、ある大きさの外部入力に抗してアクチュエータを動作さ
せるのに必要なモータ力と、その外部入力によってもアクチュエータが動作させられない
ために必要なモータ力との比と考えることができ、正逆効率積が小さいほど、外部入力に
対して動かされ難いアクチュエータとなる。したがって、正逆効率積が比較的小さなアク
チュエータを採用すれば、例えば、車体のロール，ピッチ等を抑制する際に、外部入力の
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作用下、車体と車輪との距離をある距離に維持させるような場合において、比較的小さな
電力によって、その距離を維持することが可能なる。したがって、本項の態様のシステム
によれば、省電力の観点において優れたシステムが実現され得る。
【００５２】
　（２３）前記アクチュエータが、前記電磁モータの動作を減速する減速機を有してその
減速機によって減速された動作が自身の動作となるとともに、その減速機の減速比が１／
１００以下となる構造とされた(20)項ないし(22)項のいずれかに記載の車両用サスペンシ
ョンシステム。
【００５３】
　本項の態様は、比較的減速比が大きい（電磁モータの動作量に対するアクチュエータの
動作量が小さいことを意味する）アクチュエータを採用する態様である。減速比が大きい
減速機を採用する場合、一般に、上述した正逆効率積の値は小さくなると考えることがで
きる。その観点からすれば、本項の態様は、正逆効率積の比較的小さなアクチュエータを
採用する態様の一種と考えることができる。減速機の減速比を大きくすれば、電磁モータ
の小型化が可能となる。
【００５４】
　本項の態様において減速機は、それの機構が特に限定されるものではない。例えば、ハ
ーモニックギヤ機構（「ハーモニックドライブ（登録商標）機構」，「ストレインウェー
ブギヤリング機構」等と呼ばれることもある）、ハイポサイクロイド減速機構等、種々の
機構の減速機を採用することが可能である。
【００５５】
　（２４）当該車両用サスペンションシステムが、さらに、４つの車輪に対応して設けら
れてそれぞれがばね上部とばね下部とを弾性的に連結する４つのサスペンションスプリン
グと、４つの車輪に対応して設けられてそれぞれがばね上部とばね下部との接近・離間動
作に対する抵抗力を発生させる４つの液圧式のショックアブソーバとを備えた(1)項ない
し(23)項のいずれかに記載の車両用サスペンションシステム。
【００５６】
　（２５）前記４つのショックアブソーバの各々が、その各々に設定された減衰係数が１
０００～２０００Ｎ・ｓｅｃ／ｍとされたものである(24)項に記載の車両用サスペンショ
ンシステム。
【００５７】
　上記２つの項に記載の態様は、４つの車輪の各々に、サスペンションスプリングとショ
ックアブソーバと接近離間力発生装置とが並列的に設けられた態様であり、後者の項の態
様においては、ショックアブソーバの減衰係数が比較的低めに設定されている。アブソー
バの減衰係数とばね下部からばね上部への振動の伝達性とは関係があり、大まかに言えば
、アブソーバの減衰係数が低いほど、高周波域の振動の伝達性は低くなる。したがって、
後者の項の態様によれば、比較的高周波域の振動のばね下部からばね上部への伝達を抑制
することが可能となる。また、接近離間力発生装置は、アクチュエータの作動の追従性等
の問題から、高周波域の振動に対処し難い傾向にあり、特に、前述の正逆効率積が小さい
アクチュエータを採用する場合に、その傾向が強くなる。このような構造の接近離間力発
生装置が設けられたシステムにおいて、高周波域の振動には後者の項に記載のアブソーバ
によって対処することが可能である。なお、後者の項に記載の「１０００～２０００Ｎ・
ｓｅｃ／ｍ」は、アブソーバの発生させる力を、アブソーバのストローク動作に対して作
用させる場合の値ではなく、車体と車輪との接近・離間動作に対して、車輪の上下方向に
車体と車輪とに直接作用させたと仮定した場合の値である。
【実施例】
【００５８】
　以下、ある１つのタイプの接近離間力発生装置を採用した請求可能発明の実施例を、図
を参照しつつ詳しく説明する。なお、本請求可能発明は、下記実施例の他、前記〔発明の
態様〕の項に記載された態様を始めとして、当業者の知識に基づいて種々の変更、改良を



(13) JP 4386101 B2 2009.12.16

10

20

30

40

50

施した種々の態様で実施することができる。
【００５９】
  ≪車両用サスペンションシステムの構成≫
　図１に、実施例の車両用サスペンションシステム１０を模式的に示す。本システム１０
は、前後左右４つの車輪１２に対応して設けられた４つのサスペンション装置２０と、そ
れらサスペンション装置２０の制御を担う制御装置とを含んで構成されている。転舵輪で
ある前輪のサスペンション装置２０と非転舵輪である後輪のサスペンション装置２０とは
、車輪を転舵可能とする機構を除き略同様の構成とみなせるため、説明の簡略化に配慮し
て、後輪のサスペンション装置２０を代表して説明する。
【００６０】
　図２，３に示すように、サスペンション装置２０は、独立懸架式のものであり、マルチ
リンク式サスペンション装置とされている。サスペンション装置２０は、それぞれが車輪
保持部としてのサスペンションアームである第１アッパアーム３０，第２アッパアーム３
２，第１ロアアーム３４，第２ロアアーム３６，トーコントロールアーム３８を備えてい
る。５本のアーム３０，３２，３４，３６，３８のそれぞれの一端部は、車体に回動可能
に連結され、他端部は、車輪１２を回転可能に保持するアクスルキャリア４０に回動可能
に連結されている。それら５本のアーム３０，３２，３４，３６，３８により、アクスル
キャリア４０は、車体に対して略一定の軌跡を描くような上下動が可能とされている。
【００６１】
　サスペンション装置２０は、サスペンションスプリングとしてのコイルスプリング５０
と液圧式のショックアブソーバ（以下、「アブソーバ」と略す場合がある）５２とを備え
ており、それらは、それぞれ、ばね上部の一構成部分であるタイヤハウジングに設けられ
たマウント部５４と、ばね下部の一構成部分である第２ロアアーム３６との間に、互いに
並列的に配設されている。アブソーバ５２は、油圧式のものであり、ばね上部とばね下部
との相対振動を減衰する構造とされている。つまり、サスペンション装置２０は、車輪１
２と車体とを弾性的に相互支持するとともに、それらの接近離間に伴う振動に対する減衰
力を発生させているのである。なお、油圧式のアブソーバ５２の構造は公知のものである
ことから、詳細な説明は省略する。
【００６２】
　また、サスペンション装置２０は、車体と車輪との距離（以下、「車体車輪間距離」と
いう場合がある）を調整可能な車体車輪間距離調整装置（以下、「調整装置」という場合
がある）６０を備えており、その調整装置６０はそれぞれ、概してＬ字形状をなすＬ字形
バー６２と、そのバー６２を回転させるアクチュエータ６６とを備えている。Ｌ字形バー
６２は、図２，３に示すように、概ね車幅方向に延びるシャフト部７０と、シャフト部７
０と連続するとともにそれと交差して概ね車両後方に延びるアーム部７２とに区分するこ
とができる。Ｌ字形バー６２のシャフト部７０は、それの軸方向の中間部において、車体
に固定された保持具７４によって車体の下部に回転可能に保持されている。アクチュエー
タ６６は、それの一端部に設けられた取付部材７６によって車体下部の車幅方向における
中央付近に固定されており、シャフト部７０の端部（車幅方向における中央側の端部）が
そのアクチュエータ６６に接続されている。一方、アーム部７２の端部（シャフト部７０
とは反対側の端部）は、リンクロッド７７を介して、第２ロアアーム３６に連結されてい
る。詳しく言えば、第２ロアアーム３６には、リンクロッド連結部７８が設けられ、リン
クロッド７７の一端部は、そのリンクロッド連結部７８に、他端部はＬ字形バー６２のア
ーム部７２の端部に、それぞれ遥動可能に連結されている。
【００６３】
　調整装置６０の備えるアクチュエータ６６は、図４に示すように、駆動源としての電磁
モータ８０と、その電磁モータ８０の回転を減速して伝達する減速機８２とを含んで構成
されている。これら電磁モータ８０と減速機８２とは、アクチュエータ６６の外殻部材で
あるハウジング８４内に設けられており、そのハウジング８４は、それの一端部に固定さ
れた上述の取付部材７６によって、車体に固定的に取り付けられている。Ｌ字形バー６２
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は、それのシャフト部７０がハウジング８４の他端部から延び入るように、配設されてい
る。Ｌ字形バー６２のシャフト部７０は、それのハウジング８４内に存在する部分におい
て、後に詳しく説明するように、減速機８２と接続されている。さらに、シャフト部７０
は、それの軸方向の中間部において、ブシュ型軸受８６を介してハウジング８４に回転可
能に保持されている。
【００６４】
　電磁モータ８０は、ハウジング８４の周壁の内面に沿って一円周上に固定して配置され
た複数のコイル８８と、ハウジング８４に回転可能に保持された中空状のモータ軸９０と
、コイル８８と向きあうようにしてモータ軸９０の外周に固定して配設された永久磁石９
２とを含んで構成されている。電磁モータ８０は、コイル８８がステータとして機能し、
永久磁石９２がロータとして機能するモータであり、３相のＤＣブラシレスモータとされ
ている。なお、ハウジング８４内に、モータ軸９０の回転角度、すなわち、電磁モータ８
０の回転角度を検出するためのモータ回転角センサ９４が設けられている。モータ回転角
センサ９４は、エンコーダを主体とするものであり、アクチュエータ６６の制御、つまり
、調整装置６０の制御に利用される。
【００６５】
　減速機８２は、波動発生器（ウェーブジェネレータ）９６，フレキシブルギヤ（フレク
スプライン）９８およびリングギヤ（サーキュラスプライン）１００を備え、ハーモニッ
クギヤ機構（「ハーモニックドライブ（登録商標）機構」，「ストレインウェーブギヤリ
ング機構」等と呼ばれることもある）として構成されている。波動発生器９６は、楕円状
カムと、それの外周に嵌められたボールベアリングとを含んで構成されるものであり、モ
ータ軸９０の一端部に固定されている。フレキシブルギヤ９８は、周壁部が弾性変形可能
なカップ形状をなすものとされており、周壁部の開口側の外周に複数の歯（本減速機８２
では、４００歯）が形成されている。このフレキシブルギヤ９８は、先に説明したＬ字形
バー６２のシャフト部７０に接続され、それによって支持されている。詳しく言えば、Ｌ
字形バー６２のシャフト部７０は、モータ軸９０を貫通しており、それから延び出す部分
の外周面において、フレキシブルギヤ９８の底部を貫通する状態でその底部とスプライン
嵌合によって相対回転不能に接続されているのである。リングギヤ１００は、概してリン
グ状をなして内周に複数の歯（本減速機８２においては、４０２歯）が形成されたもので
あり、ハウジング８４に固定されている。フレキシブルギヤ９８は、その周壁部が波動発
生器９６に外嵌して楕円状に弾性変形させられ、楕円の長軸方向に位置する２箇所におい
てリングギヤ１００と噛合し、他の箇所では噛合しない状態とされている。
【００６６】
　このような構造により、波動発生器９６が１回転（３６０度）すると、つまり、電磁モ
ータ８０のモータ軸９０が１回転すると、フレキシブルギヤ９８とリングギヤ１００とが
、２歯分だけ相対回転させられる。つまり、減速機８２の減速比は、１／２００とされて
いる。１／２００という減速比は、比較的大きな減速比であり（電磁モータ８０の回転速
度に対してアクチュエータ６６の回転速度が比較的小さいことを意味する）、この減速比
の大きさに依存して、本アクチュエータ６６では、電磁モータ８０の小型化が図られてい
るのである。また、その減速比に依存して、外部入力等によっては動作させられ難いもの
なっている。
【００６７】
　以上の構成から、電磁モータ８０が駆動させられると、そのモータ８０が発生させるモ
ータ力によって、Ｌ字形バー６２が回転させられて、そのＬ字形バー６２のシャフト部７
０が捩じられることになる。この捩りにより生じる捩り反力が、アーム部７２，リンクロ
ッド７７，リンクロッド連結部７８を介し、第２ロアアーム３６に伝達され、第２ロアア
ーム３６を車体に対して押し下げたり、引き上げたりする力、言い換えれば、車体と車輪
とを上下に接近・離間させる方向の力である接近離間力として作用する。つまり、アクチ
ュエータ６６が発生させる力であるアクチュエータ力が、弾性体として機能するＬ字形バ
ー６２を介して、接近離間力として作用することになる。このことから、調整装置６０は
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、接近離間力を発生する接近離間力発生装置としての機能を有していると考えることがで
き、その接近離間力を調整することで、車体と車輪との距離を調整することが可能となっ
ている。
【００６８】
　サスペンション装置２０の構成は、概念的には、図５のように示すことができる。図か
ら解るように、マウント部５４を含むばね上部としての車体の一部と、第２ロアアーム３
６等を含んで構成されるばね下部との間に、コイルスプリング５０，アブソーバ５２およ
び調整装置６０が、互いに並列的に配置されている。また、調整装置６０を構成する弾性
体としてのＬ字形バー６２およびアクチュエータ６６は、ばね上部とばね下部との間に直
列的に配置されている。言い換えれば、Ｌ字形バー６２は、コイルスプリング５０および
アブソーバ５２と並列的に配置され、Ｌ字形バー６２と車体の一部５４との間には、それ
らを連結するアクチュエータ６６が配設されているのである。
【００６９】
　調整装置６０は、ばね上部とばね下部とを接近・離間させる方向の力である接近離間力
を発生させ、その接近離間力の大きさを変更可能とされている。詳しく言えば、アクチュ
エータ６６が、モータ力に依拠するアクチュエータ力によって、弾性体としてのＬ字形バ
ー６２を変形させつつ、つまり、Ｌ字形バー６２のシャフト部７０を捩りつつ、そのアク
チュエータ力を、Ｌ字形バー６２を介して、ばね上部とばね下部とに接近離間力として作
用させているのである。Ｌ字形バー６２の変形量、つまり、シャフト部７０の捩り変形量
は、アクチュエータ６６の動作量に対応したものとなっており、また、アクチュエータ力
に対応するものとなっている。接近離間力は、Ｌ字形バー６２の変形による弾性力に相当
するものであることから、アクチュエータ６６の動作量に対応し、アクチュエータ力に対
応するものとなる。したがって、アクチュエータ６６の動作量とアクチュエータ力とのい
ずれか一方を変化させることで、接近離間力を変化させることが可能とされているのであ
る。本サスペンションシステム１０では、アクチュエータ６６の動作量を直接の制御対象
とした制御を実行することで、接近離間力が制御される。
【００７０】
　なお、本システム１０の制御においては、アクチュエータ６６の動作量は、所定の中立
位置を基準とする動作量として扱われる。この中立位置は、例えば、車体に、ロールモー
メント，ピッチモーメント等が実質作用しておらず、かつ、車体，車輪１２に振動が生じ
ていないとみなせる状態である基準状態において、アクチュエータ力を発揮していないと
きのアクチュエータ６６の動作位置として設定される。したがって、アクチュエータ６６
の動作位置が中立位置から離れるほど、アクチュエータ６６の動作量は大きくなり、アク
チュエータ力、つまり、接近離間力も大きくなるのである。また、本システム１０の制御
においては、アクチュエータ６６の動作量と電磁モータ８０の回転角とは対応関係にある
ため、実際には、アクチュエータ６６の動作量に代えて、モータ回転角センサによって取
得されるモータ回転角を対象とした制御が行われる。
【００７１】
　本システム１０は、図１に示すように、各調整装置６０，詳しく言えば、各アクチュエ
ータ６６の作動を制御する制御装置である電子制御ユニット（ＥＣＵ）１１０を備えてい
る。ＥＣＵ１１０は、各アクチュエータ６６の作動を制御し、各アクチュエータ６６が有
する電磁モータ８０に対応する駆動回路としての４つのインバータ１１２と、ＣＰＵ，Ｒ
ＯＭ，ＲＡＭ等を備えたコンピュータを主体とするコントローラ１１４とを備えている。
（図１０参照）。各インバータ１１２は、コンバータ１１６を介してバッテリ１１８に接
続されており、各インバータ１１２は各調整装置６０の電磁モータ８０に接続されている
。
【００７２】
　電磁モータ８０は定電圧駆動されることから、電磁モータ８０への供給電力量は、供給
電流量を変更することによって変更され、電磁モータ８０は、その供給電流量に応じた力
を発揮することとなる。ちなみに、供給電流量の変更は、各インバータ１１２がＰＷＭ（
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Pulse Width Modulation）によるパルスオン時間とパルスオフ時間との比（デューティ比
）を変更することによって行われる。
【００７３】
　コントローラ１１４には、上記モータ回転角センサ９４とともに、操舵量としてのステ
アリング操作部材の操作量であるステアリングホイールの操作角を検出するためのステア
リングセンサ１２０，車体に発生する横加速度を検出する横加速度センサ１２２，車体に
発生する前後加速度を検出する前後加速度センサ１２４，車体のマウント部５４に設けら
れ車体に発生するばね上縦加速度を検出する縦加速度センサ１２６が接続されている。コ
ントローラ１１４には、さらに、ブレーキシステムの制御装置であるブレーキ電子制御ユ
ニット（以下、「ブレーキＥＣＵ」と記載する場合がある）１２８が接続されている。ブ
レーキＥＣＵ１２８には、４つの車輪１２のそれぞれに対して設けられてそれぞれの回転
速度を検出するための車輪速センサ１３０が接続され、ブレーキＥＣＵ１２８は、それら
車輪速センサ１３０の検出値に基づいて、車両の走行速度（以下、「車速」という場合が
ある）を推定する機能を有している。コントローラ１１４は、必要に応じてブレーキＥＣ
Ｕ１２８から車速を取得するようにされている。さらに、コントローラ１１４は、インバ
ータ１１２にも接続され、それを制御することで、調整装置６０を制御するものとされて
いる。なお、コントローラ１１４のコンピュータが備えるＲＯＭには、後に説明する調整
装置６０の制御に関するプログラム，各種のデータ等が記憶されている。
【００７４】
　≪アクチュエータの正効率，逆効率および正逆効率積≫
　ここで、アクチュエータ６６の効率（以下、「アクチュエータ効率」という場合がある
）について考察する。アクチュエータ効率には、正効率，逆効率との２種が存在する。ア
クチュエータ逆効率（以下、単に「逆効率」という場合がある）ηNは、ある外部入力に
よっても電磁モータ８０が回転させられない最小のモータ力の、その外部入力に対する比
率と定義されるものであり、また、アクチュエータ正効率（以下、単に「正効率」という
場合がある）ηPは、ある外部入力に抗してＬ字形バー６２のシャフト部７０を回転させ
るのに必要な最小のモータ力に対するその外部入力の比率と定義されるものである。つま
り、アクチュエータ力（アクチュエータトルクと考えてもよい）をＦａと、電磁モータ８
０が発生させる力であるモータ力（モータトルクと考えてもよい）をＦｍとすれば、正効
率ηP，逆効率ηNは、下式のように表現できる。
　　正効率ηP＝ＦａP／ＦｍP

　　逆効率ηN＝ＦｍN／ＦａN

【００７５】
　本アクチュエータ６６のモータ力－アクチュエータ力特性は、図６に示すようであり、
本アクチュエータ６６の正効率ηP，逆効率ηNは、それぞれ、図に示す正効率特性線の傾
き、逆効率特性線の傾きの逆数に相当するものとなる。図から解るように、同じ大きさの
アクチュエータＦａを発生させる場合であっても、正効率特性下において必要な電磁モー
タ８０のモータ力ＦｍPと、逆効率特性下において必要なモータ力ＦｍNとでは、その値が
比較的大きく異なっている（ＦｍP＞ＦｍN）。
【００７６】
　ここで、正効率ηPと逆効率ηNとの積を正逆効率積ηP・ηNと定義すれば、正逆効率積
ηP・ηNは、ある大きさの外部入力に抗してアクチュエータを動作させるのに必要なモー
タ力と、その外部入力によってもアクチュエータが動作させられないために必要なモータ
力との比と考えることができる。そして、正逆効率積ηP・ηNが小さい程、正効率特性下
において必要な電磁モータのモータ力ＦｍPに対して、逆効率特性下において必要なモー
タ力ＦｍNが小さくなる。簡単に言えば、正逆効率積ηP・ηNが小さい程、動かされ難い
アクチュエータであるといえるのである。
【００７７】
　本アクチュエータ６６は、図６から解るように、正逆効率積ηP・ηNが比較的小さく、
具体的な数値で言えば、正逆効率積ηP・ηNが１／３となっており、外部入力によっては
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比較的動作させられ難いアクチュエータとなっている。このことは、例えば、外部入力の
作用下で回転位置を維持させる場合等において、外部入力に抗してアクチュエータ６６を
回転させる場合に比較して、電磁モータ８０が発生させるべき力を大きく低減することを
可能としている。モータ力は、電磁モータへの供給電力に比例すると考えることができる
ため、正逆効率積ηP・ηNが小さい本アクチュエータ６６では、電力消費が大きく削減さ
れることになる。
【００７８】
　≪車両用サスペンションシステムの制御≫
　i）基本的な制御
　本サスペンションシステム１０では、各調整装置６０が発生させる接近離間力を独立し
て制御することによって、４つの車輪１２の各々に対応するばね上振動を減衰する制御（
以下、「振動抑制制御」という場合がある），車両の旋回に起因する車体のロールを抑制
する制御（以下「ロール抑制制御」という場合がある），車両の加減速に起因する車体の
ピッチを抑制する制御（以下、「ピッチ抑制制御」という場合がある）が実行可能とされ
ている。本システムにおいては、通常、それら３つの制御が総合された制御が実行されて
いる。この制御では、各調整装置６０において、ばね上速度，車体が受けるロールモーメ
ント，ピッチモーメント等に基づいて、適切な接近離間力を発揮させるべく、電磁モータ
８０のモータ回転角が制御されている。詳しく言えば、ばね上速度，車体が受けるロール
モーメント，ピッチモーメント等に基づいて、目標となるモータ回転角である制御目標値
としての目標モータ回転角が決定され、実際のモータ回転角がその目標モータ回転角とな
るように電磁モータ８０が制御される。なお、振動抑制制御，ロール抑制制御およびピッ
チ抑制制御は、車体の振動，ロール，ピッチ等のそれぞれの車体の挙動を抑制する制御で
あることから、車体挙動抑制制御の一種と考えることができる。
【００７９】
　本システム１０においては、上述の制御目標値としての目標モータ回転角は、振動抑制
制御，ロール抑制制御，ピッチ抑制制御の各制御ごとの制御目標値成分である目標モータ
回転角成分を和することによって決定される。各制御ごとの成分は、それぞれ、
　　振動抑制目標モータ回転角成分（振動抑制成分）θ*

S

　　ロール抑制目標モータ回転角成分（ロール抑制成分）θ*
R

　　ピッチ抑制目標モータ回転角成分（ピッチ抑制成分）θ*
P

である。以下に、振動抑制制御，ロール抑制制御，ピッチ抑制制御の各々を、その各々の
目標モータ回転角成分の決定方法を中心に詳しく説明するとともに、目標モータ回転角に
基づく上記電動モータ８０への供給電力の決定について詳しく説明する。
【００８０】
　ａ）振動抑制制御
　振動抑制制御では、接近離間力を、車体の上下方向への移動速度、いわゆるばね上絶対
速度に応じた大きさの減衰力として発生させており、いわゆるスカイフックダンパ理論に
基づいた制御が実行される。具体的には、ばね上絶対速度に応じた大きさの接近離間力を
発生させるべく、車体のマウント部５４に設けられた縦加速度センサ１２６によって検出
されるばね上縦加速度Ｇｕに基づき、ばね上絶対速度Ｖｕが計算され、次式に従って、振
動抑制成分θ*

Sが演算される。
　　θ*

S＝Ｋ1・ＣS・Ｖｕ  （Ｋ1：ゲイン，ＣS：減衰係数）
【００８１】
　ｂ）ロール抑制制御
　ロール抑制制御では、車両の旋回時において、その旋回に起因するロールモーメントに
応じて、旋回内輪側の調整装置６０にはバウンド方向の接近離間力を、旋回外輪側の調整
装置６０にはリバウンド方向の接近離間力を、それぞれ、ロール抑制力として発生させる
。具体的に言えば、まず、車体が受けるロールモーメントを指標する横加速度として、ス
テアリングホイールの操舵角δと車両走行速度ｖに基づいて推定された推定横加速度Ｇｙ
ｃと、実測された実横加速度Ｇｙｒとに基づいて、制御に利用される横加速度である制御
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横加速度Ｇｙ*が、次式に従って決定される。
　　Ｇｙ*＝Ｋ2・Ｇｙｃ＋Ｋ3・Ｇｙｒ　（Ｋ2，Ｋ3：ゲイン）
そして、決定された制御横加速度Ｇｙ*に基づいて、ロール抑制成分θ*

Rが決定される。
ＥＣＵ１１０のコントローラ１１４内には、制御横加速度Ｇｙ*をパラメータとするロー
ル抑制成分θ*

Rのマップデータが格納されており、ロール抑制成分θ*
Rの決定にあたって

は、そのマップデータが参照される。
【００８２】
　ｃ）ピッチ抑制制御
　ピッチ抑制制御では、車体の制動時に発生する車体のノーズダイブに対して、そのノー
ズダイブを生じさせるピッチモーメントに応じて、前輪側の調整装置６０にはリバウンド
方向の接近離間力を、後輪側の調整装置６０にはバウンド方向の接近離間力を、それぞれ
ピッチ抑制力として発生させる。それによって、ノーズダイブが抑制されることになる。
また、車体の加速時に発生する車体のスクワットに対して、そのスクワットを生じさせる
ピッチモーメントに応じて、後輪側の調整装置６０にはリバウンド方向の接近離間力を、
前輪側の調整装置６０にはバウンド方向の接近離間力を、それぞれ、ピッチ抑制力として
発生させる。ピッチ抑制制御では、そのような接近離間力によって、ノーズダイブおよび
スクワットが抑制されることになる。具体的には、車体が受けるピッチモーメントを指標
する前後加速度として、実測された実前後加速度Ｇｚｇが採用され、その実前後加速度Ｇ
ｚｇに基づいて、ピッチ抑制成分θ*

Pが、次式に従って決定される。
　　θ*

P＝Ｋ4・Ｇｚｇ　（Ｋ4：ゲイン）
【００８３】
　ｄ）目標供給電流の決定
　以上のように、振動抑制成分θ*

S，ロール抑制成分θ*
R，ピッチ抑制成分θ*

Pがそれぞ
れ決定されると、目標モータ回転角θ*が、次式に従って決定される。
　　θ*＝θ*

S＋θ*
R＋θ*

P

そして、実際のモータ回転角である実モータ回転角θが上記目標モータ回転角回転角θ*

になるように、電磁モータ８０が制御される。この電磁モータ８０の制御において、電磁
モータ８０に供給される電力は、実モータ回転角θの目標モータ回転角θ*に対する偏差
であるモータ回転角偏差Δθ（＝θ*－θ）に基づいて決定される。詳しく言えば、供給
電流モータ回転角偏差Δθに基づくフィードバック制御の手法に従って決定される。具体
的には、まず、電磁モータ８０が備えるモータ回転角センサ９４の検出値に基づいて、上
記モータ回転角偏差Δθが認定され、次いで、それをパラメータとして、次式に従って、
目標供給電流ｉ*が決定される。
　　ｉ*＝ＫP・Δθ＋ＫI・Ｉｎｔ（Δθ）
この式は、ＰＩ制御則に従う式であり、第１項，第２項は、それぞれ、比例項、積分項を
、ＫP，ＫIは、それぞれ、比例ゲイン，積分ゲインを意味する。また、Ｉｎｔ（Δθ）は
、モータ回転角偏差Δθの積分値に相当する。なお、モータ回転角偏差Δθは、それの符
号が、実モータ回転角θが目標モータ回転角θ*に近づくべき方向、すなわち電磁モータ
１４０の動作方向を表し、それの絶対値が、動作させるべき量を表すものとなっている。
【００８４】
　上記目標供給電流ｉ*を決定するための式は、２つの項からなり、それら２つの項は、
それぞれが、目標供給電力の成分と考えることができる。第１項の成分は、モータ回転角
偏差Δθに応じた成分（以下、「比例項電流成分」という場合がある）ｉhであり、第２
項の成分は、その偏差Δθの積分に応じた成分（以下、「積分項電流成分」という場合が
ある）ｉSである。アクチュエータ６６は、Ｌ字形バー６２の弾性反力といった外部入力
を受けながら動作するものであり、ＰＩ制御の理論からすれば、積分項電流成分ｉSは、
外部入力によっては電磁モータ８０が回転させられないようにするための電流成分、つま
り、外部入力の作用下においてアクチュエータ６６の回転位置を維持するためのモータ力
に関する成分と考えることができる。また、比例項電流成分ｉhは、外部入力の作用下に
おいて、アクチュエータ６６を適切に動作させるための電流成分であり、つまり、外部入
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力に抗ってアクチュエータ６６を動作させるためのモータ力に関する成分と考えることが
できる。
【００８５】
　ここで、先のアクチュエータ効率を考えれば、概して言えば、上記積分項電流成分ｉS

は、モータ回転角θを維持するための電流成分であればよいため、逆効率ηNに従う大き
さのモータ力を発生させる電流成分であればよいことなる。したがって、目標供給電流ｉ
*を決定するための上記式における第２項のゲインである積分ゲインＫIは、積分項成分ｉ

Sが逆効率特性に沿った値となるように設定されている。例えば、車両が典型的な一旋回
動作を行う場合のロール抑制について考えてみれば、図７に示すように、調整装置６０が
発生させるべきロール抑制力、つまり、接近離間力は変化し、電磁モータ８０の目標モー
タ回転角θ*は変化する。この例では、実モータ回転旋回初期［ａ］，旋回中期［ｂ］お
よび旋回後期［ｃ］を通じて、モータ回転角が目標モータ回転角θ*を維持することがで
きるように、積分項電流成分ｉSが、逆効率ηNに従って決定される。
【００８６】
　それに対して、上記比例項電流成分ｉhは、外部入力の作用下において、目標モータ回
転角θ*に対する実モータ回転角θのずれをなくすための成分であり、上記式における第
１項のゲインである比例ゲインＫPは、モータ回転角偏差Δθに応じた適切な積分項電流
成分ｉSの増減補正が行われるような値に設定されている。特に、旋回初期［ａ］では、
外部入力に抗してアクチユエータ６６を動作させなければならないため、正効率特性に従
ったモータ力以上のモータ力を発生させるような大きさの電流が電磁モータ８０に供給さ
れる必要がある。そのことに鑑み、比例ゲインＫPは、モータ回転角偏差Δθがあまり大
きくならない状態において正効率特性に従ったモータ力を発生可能な値に設定されている
。
【００８７】
　ロール抑制制御を例にとって説明したが、比例ゲインＫP，積分ゲインＫIが適切に設定
された上記式に従って目標供給電流ｉ*を決定することにより、ピッチ抑制制御あるいは
それらが複合された制御においても、同様に、アクチュエータ６６の正効率ηP，逆効率
ηNが考慮されることなる。したがって、アクチュエータ６６の正効率ηP，逆効率ηNを
考慮した目標供給電流ｉ*の決定により、モータ回転角θが同じ角度に維持される状態お
よび減少させられる状態、言い換えれば、モータ力、すなわち、アクチュエータ力，接近
離間力が同じ大きさに維持される状態および減少させられる状態において、電磁モータ８
０の電力消費は、効果的に低減されることになるのである。
【００８８】
　なお、上記目標供給電流ｉ*は、それの符号により電磁モータ８０のモータ力の発生方
向をも表すものとなっており、電磁モータ８０の駆動制御にあたっては、目標供給電流ｉ
*に基づいて、電磁モータ８０を駆動するためのデューティ比およびモータ力発生方向が
決定される。そして、それらデューティ比およびモータ力発生方向についての指令がイン
バータ１１４に発令され、インバータ１１４によって、その指令に基づいた電磁モータ８
０の駆動制御がなされる。このようにして、４つの調整装置６０の各々は、発生させるべ
き接近離間力を発生させ、車体のロール，ピッチ等を抑制するとともに、ばね上振動を減
衰するのである。
【００８９】
　なお、本システム１０においては、上述のように、正逆効率積ηP・ηNが比較的小さい
アクチュエータ６６を採用していること等の理由から、調整装置６０は、比較的高周波域
の振動に対処することが困難となっている。そこで、本システム１０が備えるアブソーバ
５２は、高周波域の振動減衰に好適なアブソーバとされており、このアブソーバ５２の作
用によって、比較的高周波数域の振動の車体への伝達が抑制されることになる。つまり、
本システム１０では、アクチュエータ６６の作動が充分に追従可能な比較的低周波数域、
つまり、ばね上共振周波数を含む低周波域の振動には調整装置６０によって対処し、ばね
下共振周波数を含む高周波域の振動にはアブソーバ５２によって対処するようにされてい
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る。したがって、アブソーバ５２の減衰係数は、上記機能を担保するために低目に設定さ
れている。具体的に言えば、アブソーバ５２の減衰係数は、１５００Ｎ・ｓｅｃ／ｍ（車
輪の動作に対してその車輪に直接作用させたと仮定した値）とされており、調整装置６０
を有していないサスペンションシステムにおけるショックアブソーバ、つまり、コンベン
ショナルなショックアブソーバに設定されている値である３０００～５０００Ｎ・ｓｅｃ
／ｍの半分以下に設定されている。
【００９０】
　ii）制御目標値が上限値を超える場合の制御
　本システム１０では、電磁モータ８０，Ｌ字形バー６２，調整装置６０の構造上の理由
等から、発生させることのできるモータ力，つまり、調整装置６０が発生させることので
きる接近離間力に上限が存在する。その上限を高くすれば、調整装置６０の大型化等に繋
がり、逆に、その上限を低くすれば、調整装置６０を小型化できるものの、充分な接近離
間力を発生させ得ないばかりか、電磁モータ８０，Ｌ字形バー６２等に大きな負担を強い
ることにも繋がる。ちなみに、比較的大きな接近離間力が必要とされるのは、例えば、振
動抑制制御，ロール抑制制御，ピッチ抑制制御が同時に実行される際に、それらの制御に
おける接近離間力の方向が互いに同じ方向となるようなときである。
【００９１】
　上述した理由から、調整装置６０が発生させるべき接近離間力が上限を超えるような場
合、つまり、制御目標値が設定閾目標値を超えるような場合には、制御目標値である目標
モータ回転角θ*を低減させることが望まれる。ただし、目標モータ回転角θ*は各調整装
置６０毎に決定されていることから、各調整装置６０において決定される目標モータ回転
角θ*のうちで設定閾目標値としての設定閾回転角θMAXを超えるものと、設定閾回転角θ

MAX以下のものとが混在する場合がある。このような場合には、従来、各調整装置６０に
おいて決定される目標モータ回転角θ*のうちの設定閾回転角θMAXを超えるものだけを低
減させており、このため、４つの調整装置６０の各々が実際に発生させる接近離間力のバ
ランスが崩れ、車体の挙動を適切に制御できない虞がある。そこで、本システム１０にお
いては、各調整装置６０において決定される目標モータ回転角θ*のうちの設定閾回転角
θMAXを超えるものと、設定閾回転角θMAX以下のものとを特定の低減規則に従って低減さ
せている。
【００９２】
　詳しく言えば、例えば、４つの調整装置６０において決定される目標モータ回転角θ*

のうちの１つのものが設定閾回転角θMAXを超えるような場合において、設定閾回転角θM

AXを超える目標モータ回転角θ*とされた調整装置６０を、各調整装置の制御目標値を低
減させる際の主たる対象とし、その対象となる調整装置である対象装置の目標モータ回転
角θT

*を設定閾回転角θMAXに低減させるとともに、４つの調整装置６０のうちの対象装
置以外の３つの対象外装置の目標モータ回転角θ*を、対象装置の目標モータ回転角θ*

T

を設定閾回転角θMAXに低減した比率、つまり、対象装置の目標モータ回転角θ*
Tに対す

る設定閾回転角θMAXの比率で低減させるのである。つまり、対象装置の目標モータ回転
角θ*

Tと３つの対象外装置の目標モータ回転角θ*とを、次式に従って決定される制御目
標値を低減する低減ゲインＫに従って低減させるのである。
　　Ｋ＝θMAX／｜θ*

T｜
したがって、目標モータ回転角θ*を低減させた低減目標モータ回転角θ*

Lは、次式に示
すように、目標モータ回転角θ*を特定の比率に従って低減させる規則である特定の低減
規則に従って決定される。
    θ*

L＝（θMAX／｜θ*
T｜）・θ*  ・・・（１）

【００９３】
　また、制御目標値としての目標モータ回転角θ*は、複数の制御目標値成分、つまり、
各目標モータ回転角成分θ*

S，θ*
R，θ*

Pを合計したものである。このため、各目標モー
タ回転角成分θ*

S，θ*
R，θ*

Pを各成分θ*
S，θ*

R，θ*
Pごとの低減ゲインに従って低減

させても、目標モータ回転角θ*を上述のように低減させることが可能である。詳しく言
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えば、各成分θ*
S，θ*

R，θ*
Pごとの低減ゲインは、それぞれ、

　　振動抑制成分θ*
Sの低減ゲイン（振動抑制成分低減ゲイン）ＫS

　　ロール抑制成分θ*
Rの低減ゲイン（ロール抑制成分低減ゲイン）ＫR

　　ピッチ抑制成分θ*
Pの低減ゲイン（ピッチ抑制成分低減ゲイン）ＫP

であり、低減目標モータ回転角θ*
Lは次式のように示すことができる。

    θ*
L＝ＫS・θ*

S＋ＫR・θ*
R＋ＫP・θ*

P

また、上記（１）式を変形すると、次式のようになる。
　　θ*

L＝（θMAX／｜θ*
T｜）・θ*＝（θMAX／｜θ*

T｜）・（θ*
S＋θ*

R＋θ*
P）

　　　　＝（θMAX／｜θ*
T｜）・θ*

S＋（θMAX／｜θ*
T｜）・θ*

R

          ＋（θMAX／｜θ*
T｜）・θ*

P

したがって、各成分の低減ゲインＫS，ＫR，ＫPを次式のようにすれば、対象装置の目標
モータ回転角θ*

Tを設定閾回転角θMAXに低減させるとともに、対象装置の目標モータ回
転角θ*

Tと３つの対象外装置の目標モータ回転角θ*とを特定の比率で低減させることが
可能となる。
　　ＫS＝ＫR＝ＫP＝θMAX／｜θ*

T｜＝Ｋ
【００９４】
　上述のように、４つの調整装置６０の各々の目標モータ回転角θ*の各成分θ*

S，θ*
R

，θ*
Pの全てを均等に低減させれば、対象装置の目標モータ回転角θ*

Tを設定閾回転角θ

MAXにするとともに、４つの調整装置６０の各々が発生させる接近離間力のバランスを適
切に保つことが可能となる。ただし、各成分θ*

S，θ*
R，θ*

Pの全てを均等に低減させる
ことから、振動抑制制御，ロール抑制制御，ピッチ抑制制御の３つの制御全てをある程度
犠牲にすることになる。本システム１０においては、それら３つの制御のうちの一部の制
御のみを制限して実行し、４つの調整装置６０の各々の目標モータ回転角θ*を低減させ
ることが可能である。つまり、本システム１０においては、それら３つの制御のうちの一
部の制御を優先して実行しつつ、目標モータ回転角θ*を低減させることが可能である。
【００９５】
　詳しく言えば、３つの制御のうちの優先する制御である優先制御の目標モータ回転角成
分を低減させずに、３つの制御のうちの優先制御以外の制限させる制御である制限制御の
目標モータ回転角成分を特定の比率で低減させて、目標モータ回転角θ*を低減させるの
である。つまり、３つの制御目標値成分のうちの少なくとも１つの特定制御目標値成分の
みを特定の比率で低減させて、目標モータ回転角θ*を低減させるのである。具体的に言
えば、優先制御と制限制御との成分は、それぞれ、
　　優先制御目標モータ回転角成分（優先制御成分）θ*

Y

　　制限制御目標モータ回転角成分（制限制御成分）θ*
D

であり、目標モータ回転角θ*は次式のように示すことができ、
　　θ*＝θ*

Y＋θ*
D

低減目標モータ回転角θL
*は次式のように示すことができる。

　　θ*
L＝θ*

Y＋ＫD・θ*
D

ここで、ＫDは、制限制御成分θ*
Dの低減ゲイン（制限制御成分低減ゲイン）であり、次

式のように示すことができる。
    ＫD＝（θ*

L－θ*
Y）／θ*

D

対象装置の目標モータ回転角θ*
Tを設定閾回転角θMAXに低減させるためには、対象装置

における低減目標モータ回転角θ*
Lが設定閾回転角θMAXとなればよいことから、制限制

御成分低減ゲインＫDを次式のようにすれば、対象装置の目標モータ回転角θ*
Tを設定閾

回転角θMAXに低減させることができる。
    ＫD＝（θMAX－｜θ*

TY｜）／｜θ*
TD｜

ここで、θ*
TYは、対象装置の目標モータ回転角θ*

Tの優先制御成分であり、θ*
TDは、対

象装置の目標モータ回転角θ*
Tの制限制御成分である。ちなみに、設定閾回転角θMAXか

ら対象装置のの優先制御成分θ*
TYを減じたものは、低減させた後の対象装置の制限制御

成分であることから、制限制御成分低減ゲインＫDは、対象装置の制限制御成分θ*
TDに対



(22) JP 4386101 B2 2009.12.16

10

20

30

40

50

する低減させた後の対象装置の制限制御成分の比率と考えることができる。
【００９６】
　上述のように特定の目標モータ回転角成分を低減させて目標モータ回転角θ*を低減さ
せる際に振動抑制制御，ロール抑制制御，ピッチ抑制制御の３つの制御のうちのいずれの
制御を優先すべきかに関しては、車体のロール，ピッチ，ばね上部の振動といった車体の
挙動の大きさを指標する車体挙動指標量に基づいて判定すべきである。具体的に言えば、
車体が受けるロールモーメントが比較的大きい場合には、ロール抑制制御を優先すべきで
あり、車体が受けるピッチモーメントが比較的大きい場合には、ピッチ抑制制御を優先す
べきであり、ばね上絶対速度が比較的速い場合には、振動抑制制御を優先すべきである。
したがって、本システム１０においては、車体が受けるロールモーメントを指標する制御
横加速度Ｇｙ*が閾値としての閾横加速度Ｇｙ*

0を超えることを条件としてロール抑制制
御が優先され、車体が受けるピッチモーメントを指標する実前後加速度Ｇｚｇが閾値とし
ての閾前後加速度Ｇｚｇ0を超えることを条件としてピッチ抑制制御が優先され、４つの
調整装置６０の各々に対応するばね上絶対速度Ｖｕの平均速度である平均ばね上絶対速度
ＶAVが閾値としての閾速度Ｖｕ0を超えることを条件として振動抑制制御が優先される。
【００９７】
　具体的に言えば、上記３つの条件のうちの制御横加速度Ｇｙ*に関する条件のみを満た
す場合には、ロール抑制制御を優先し、ピッチ抑制制御と振動抑制制御とを制限すべく、
低減目標モータ回転角θ*

Lは次式に従って決定される。
　　θ*

L＝θ*
R＋ＫD・θ*

S＋ＫD・θ*
P

この際、制限制御成分低減ゲインＫDは、次式のようになる。
    ＫD＝（θMAX－｜θ*

TR｜）／｜θ*
TS＋θ*

TP｜
ここで、θ*

TRは、対象装置の目標モータ回転角θ*
Tのロール抑制成分であり、θ*

TSは、
対象装置の目標モータ回転角θ*

Tの振動抑制成分であり、θ*
TPは、対象装置の目標モー

タ回転角θ*
Tのピッチ抑制成分である。ちなみに、低減目標モータ回転角θ*

Lを各成分の
低減ゲインＫS，ＫR，ＫPを用いて示す場合には、優先すべき制御の制御目標値成分の低
減ゲインは、１とされ、制限すべき制御の制御目標値成分の低減ゲインは、制限制御成分
低減ゲインＫDとされる。したがって、上記３つの条件のうちの制御横加速度Ｇｙ*に関す
る条件のみを満たす場合における各成分の低減ゲインＫS，ＫR，ＫPは、それぞれ、
　　ＫR＝１　　ＫS＝ＫP＝（θMAX－｜θ*

TR｜）／｜θ*
TS＋θ*

TP｜
とされる。
【００９８】
　また、上記３つの条件のうちの実前後加速度Ｇｚｇに関する条件のみを満たす場合には
、ピッチ抑制制御を優先し、ロール抑制制御と振動抑制制御とを制限すべく、制限制御成
分低減ゲインＫDは、次式のようになり、
    ＫD＝（θMAX－｜θ*

TP｜）／｜θ*
TS＋θ*

TR｜
各成分の低減ゲインＫS，ＫR，ＫPは、それぞれ、
　　ＫP＝１　　ＫS＝ＫR＝（θMAX－｜θ*

TP｜）／｜θ*
TS＋θ*

TR｜
とされる。また、上記３つの条件のうちのばね上絶対速度Ｖｕに関する条件のみを満たす
場合には、振動抑制制御を優先し、ロール抑制制御とピッチ抑制制御とを制限すべく、制
限制御成分低減ゲインＫDは、次式のようになり、
    ＫD＝（θMAX－｜θ*

TS｜）／｜θ*
TR＋θ*

TP｜
各成分の低減ゲインＫS，ＫR，ＫPは、それぞれ、
　　ＫS＝１　　ＫR＝ＫP＝（θMAX－｜θ*

TS｜）／｜θ*
TR＋θ*

TP｜
とされる。
【００９９】
　上記３つの条件のうちの２つの条件を満たす場合にも、優先すべき制御と制限すべき制
御とによって、上述のように各成分の低減ゲインＫS，ＫR，ＫPを決定する。具体的には
、上記３つの条件のうちの制御横加速度Ｇｙ*に関する条件と実前後加速度Ｇｚｇに関す
る条件とを満たす場合には、ロール抑制制御とピッチ抑制制御とを優先し、振動抑制制御
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を制限すべく、各成分の低減ゲインＫS，ＫR，ＫPは、それぞれ、
　　ＫR＝ＫP＝１　　ＫS＝（θMAX－｜θ*

TR＋θ*
TP｜）／｜θ*

TS｜
とされ、上記３つの条件のうちの実前後加速度Ｇｚｇに関する条件とばね上絶対速度Ｖｕ
に関する条件とを満たす場合には、振動抑制制御とピッチ抑制制御とを優先し、ロール抑
制制御を制限すべく、各成分の低減ゲインＫS，ＫR，ＫPは、それぞれ、
　　ＫS＝ＫP＝１　　ＫR＝（θMAX－｜θ*

TS＋θ*
TP｜）／｜θ*

TR｜
とされ、上記３つの条件のうちのばね上絶対速度Ｖｕに関する条件と制御横加速度Ｇｙ*

に関する条件を満たす場合には、振動抑制制御とロール抑制制御とを優先し、ピッチ抑制
制御を制限すべく、各成分の低減ゲインＫS，ＫR，ＫPは、それぞれ、
　　ＫS＝ＫR＝１　　ＫP＝（θMAX－｜θ*

TS＋θ*
TR｜）／｜θ*

TP｜
とされる。
【０１００】
　また、上記３つの条件の全てを満たす場合、若しくは、上記３つの条件のいずれも満た
さない場合には、３つの制御のうちのいずれの制御を優先すべきかが判断できないことか
ら、上述のように３つの制御の全てを差をつけないように制限するべく、各成分の低減ゲ
インＫS，ＫR，ＫPは、それぞれ、
　　ＫS＝ＫR＝ＫP＝θMAX／｜θ*

T｜
とされ、目標モータ回転角成分θ*

S，θ*
R，θ*

Pの全てを同じ比率で低減させる全成分低
減制御が実行される。
【０１０１】
　図８に、低減前後の対象装置の目標モータ回転角θ*

Tと、低減前後の対象外装置の目標
モータ回転角θ*との関係をグラフを用いて模式的に示す。ちなみに、本システム１０お
いて、対象外装置は３つあるが、説明を簡略化するため、３つの対象外装置のうちの１つ
のものについて図示し、説明を行う。上記３つの条件のうち制御横加速度Ｇｙ*に関する
条件のみを満たすような場合には、対象装置の目標モータ回転角θ*

Tと対象外装置の目標
モータ回転角θ*との低減前後の関係は図８（ａ）に示すようになる。図から解るように
、ロール抑制制御を優先して実行するべく、対象装置のロール抑制成分θ*

TRと対象外装
置のロール抑制成分θ*

Rとの各々は、低減前と低減後とで同じとされている。そして、対
象装置の目標モータ回転角θ*

T（＝１２）を設定閾目標値θMAX（＝１０）に低減させる
べく、対象装置の振動抑制成分θ*

TSとピッチ抑制成分θ*
TPとを特定の比率（２／３）で

低減させており、対象装置の発生させる接近離間力と対象外装置の発生させる接近離間力
とのバランスを適切に保つべく、対象外装置の振動抑制成分θ*

Sとピッチ抑制成分θ*
Pと

を同じ比率（２／３）で低減させている。なお、特定の比率（２／３）は、次式に従って
決定される。
　　（θMAX－｜θ*

TR｜）／｜θ*
TS＋θ*

TP｜＝（１０－６）／（３＋３）＝２／３
【０１０２】
　また、上記３つの条件の全てを満たすような場合には、対象装置の目標モータ回転角θ
*
Tと対象外装置の目標モータ回転角θ*との低減前後の関係は図８（ｂ）に示すようにな

る。図から解るように、全ての制御を均等に実行するとともに、対象装置の目標モータ回
転角θ*

T（＝２０）を設定閾目標値θMAX（＝１０）に低減させるべく、対象装置のロー
ル抑制成分θ*

TRと振動抑制成分θ*
TSとピッチ抑制成分θ*

TPとを特定の比率（１／２）
で低減させており、対象装置の発生させる接近離間力と対象外装置の発生させる接近離間
力とのバランスを適切に保つべく、対象外装置のロール抑制成分θ*

Rと振動抑制成分θ*
S

とピッチ抑制成分θ*
Pとを同じ比率（１／２）で低減させている。なお、特定の比率（１

／２）は、次式に従って決定される。
　　θMAX／｜θT

*｜＝１０／２０＝１／２
【０１０３】
　ちなみに、４つの調整装置６０において決定される目標モータ回転角θ*のうちの複数
のものが設定閾回転角θMAXを超えるような場合がある。具体的に言えば、例えば、図９
に示すように、２つの調整装置Ａ，Ｂの目標モータ回転角θ*が設定閾回転角θMAXを超え
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る場合がある。このような場合には、調整装置Ａを対象装置とした場合（図９（ａ））の
低減ゲインＫS，ＫR，ＫPと、調整装置Ｂを対象装置とした場合（図９（ｂ））の低減ゲ
インＫS，ＫR，ＫPとが決定される。つまり、複数のセットの低減ゲインＫS，ＫR，ＫPが
決定される。なお、２つの調整装置Ａ，Ｂのうちのいずれを対象装置とする場合において
も、ロール抑制制御を優先して実行するように低減ゲインＫS，ＫR，ＫPが決定される。
【０１０４】
　調整装置Ａを対象装置とした場合においては、図９（ａ）に示すように、調整装置Ａ，
Ｂの各々の振動抑制成分θ*

Sとピッチ抑制成分θ*
Pとを特定の比率（２／３）で低減させ

ている。ちなみに、特定の比率（２／３）は、次式に従って決定される。
　　（θMAX－｜θ*

TR｜）／｜θ*
TS＋θ*

TP｜＝（１０－６）／（４＋２）＝２／３
このような場合には、図から解るように、調整装置Ａの低減目標モータ回転角θ*

Lは設定
閾回転角θMAXとなるが、調整装置Ｂの低減目標モータ回転角θ*

Lは設定閾回転角θMAXを
超えてしまう。一方、調整装置Ｂを対象装置とした場合においては、図９（ｂ）に示すよ
うに、調整装置Ａ，Ｂの各々の振動抑制成分θ*

Sとピッチ抑制成分θ*
Pとを特定の比率（

１／２）で低減させている。ちなみに、特定の比率（１／２）は、次式に従って決定され
る。
　　（θMAX－｜θ*

TR｜）／｜θ*
TS＋θ*

TP｜＝（１０－７）／（３＋３）＝１／２
このような場合には、図から解るように、調整装置Ｂの低減目標モータ回転角θ*

Lは設定
閾回転角θMAXとされ、調整装置Ａの低減目標モータ回転角θ*

Lは設定閾回転角θMAX以下
とされる。
【０１０５】
　調整装置Ａを対象装置とした場合には、振動抑制成分θ*

Sとピッチ抑制成分θ*
Pとを特

定の比率（２／３）で低減させても、調整装置Ｂの低減目標モータ回転角θ*
Lは設定閾回

転角θMAXを超え、一方、調整装置Ｂを対象装置とした場合には、振動抑制成分θ*
Sとピ

ッチ抑制成分θ*
Pとを特定の比率（１／２）で低減させると、調整装置Ａ，Ｂのいずれの

低減目標モータ回転角θ*
Lも設定閾回転角θMAX以下となる。つまり、２セットの低減ゲ

インＫS，ＫR，ＫPのうちの目標モータ回転角成分を低減させる比率が小さいものに従っ
て、調整装置Ａ，Ｂの目標モータ回転角θ*を低減させれば、調整装置Ａ，Ｂのいずれの
低減目標モータ回転角θ*

Lも設定閾回転角θMAX以下とすることができる。したがって、
本システム１０において、４つの調整装置６０において決定される目標モータ回転角θ*

のうちの複数のものが設定閾回転角θMAXを超えるような場合には、複数のセットの低減
ゲインＫS，ＫR，ＫPが決定され、それら複数のセットの低減ゲインＫS，ＫR，ＫPのうち
から目標モータ回転角成分を低減させる比率が最も小さいものが１つ選択される。そして
、その選択された低減ゲインＫS，ＫR，ＫPに従って、４つの調整装置６０において決定
される目標モータ回転角θ*を低減させる。
【０１０６】
　つまり、本システム１０においては、４つの調整装置の制御目標値のうちの複数のもの
が設定閾目標値を超えるような場合に、設定閾目標値を超える複数の制御目標値に対応す
る複数の調整装置の各々を対象装置とみなしてそれら複数の調整装置に対応して特定の比
率の候補が複数決定されるようにされており、それら複数の候補のうちでもっと小さいも
のが特定の比率となるようにされている。
【０１０７】
　≪制御プログラム≫
　本システム１０において、調整装置６０の発生させる接近離間力の制御は、図１０にフ
ローチャートを示す調整装置制御プログラムが、イグニッションスイッチがＯＮ状態とさ
れている間、短い時間間隔（例えば、数ｍsec）をおいてコントローラ１１４により繰り
返し実行されることによって行われる。以下に、その制御のフローを、図に示すフローチ
ャートを参照しつつ、簡単に説明する。なお、調整装置制御プログラムは、４つの車輪に
対応して設けられた４つの調整装置６０全てに対して実行される。
【０１０８】
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　本プログラムに従う処理では、まず、ステップ１（以下、単に「Ｓ１」と略す。他のス
テップについても同様とする）において、４つの車輪に設けられる４つの縦加速度センサ
１２６の各々によって検出される各ばね上縦加速度Ｇｕに基づいて、各調整装置６０に対
応したばね上絶対速度Ｖｕが演算され、Ｓ２において、各調整装置６０に対応したばね上
絶対速度Ｖｕに基づいて、振動抑制制御のための振動抑制成分θ*

Sが各調整装置６０に対
応して決定される。次に、Ｓ３において、横加速度センサ１２２によって検出される実横
加速度Ｇｙｒと上記推定横加速度Ｇｙｃとに基づいて、制御横加速度Ｇｙ*が演算され、
Ｓ４において、その制御横加速度Ｇｙ*に基づいて、ロール抑制制御のためのロール抑制
成分θ*

Rが各調整装置６０に対応して決定される。続いて、Ｓ５において、前後加速度セ
ンサ１２４によって前後加速度Ｇｚｇが検出され、Ｓ６において、その検出された前後加
速度Ｇｚｇに基づいて、ピッチ抑制制御のためのピッチ抑制成分θ*

Pが各調整装置６０に
対応して決定される。そして、Ｓ７において、振動抑制成分θ*

Sとロール抑制成分θ*
Rと

ピッチ抑制成分θ*
Pとが合計されることによって、目標モータ回転角θ*が各調整装置６

０に対応して決定される。
【０１０９】
　続いて、Ｓ８において、各調整装置６０に対応して決定された目標モータ回転角θ*の
全てがあらかじめ設定された設定閾回転角θMAX以下であるか否かが判断される。各調整
装置６０の目標モータ回転角θ*のうちのいずれか１つでも設定閾回転角θMAXを越えてい
ると判断された場合には、Ｓ９において、図１１にフローチャートを示す目標モータ回転
角成分低減ゲイン決定サブルーチンを実行するための処理が実行される。このサブルーチ
ンにおいては、まず、Ｓ２１において、各車輪に対応して演算された各ばね上縦加速度Ｇ
ｕに基づいて、平均ばね上絶対速度ＶAVが演算される。次に、Ｓ２２～Ｓ２８において、
目標モータ回転角θ*を低減させる際に、振動抑制制御とロール抑制制御とピッチ抑制制
御とのうちのいずれの制御を優先すべきかが判断される。具体的に言えば、平均ばね上絶
対速度ＶAVが閾速度Ｖｕ0を超えることを条件として振動抑制制御を優先すべきと判断さ
れ、制御横加速度Ｇｙ*が閾横加速度Ｇｙ*

0を超えることを条件としてロール抑制制御を
優先すべきと判断され、実前後加速度Ｇｚｇが閾前後加速度Ｇｚｇ0を超えることを条件
としてピッチ抑制制御を優先すべきと判断される。
【０１１０】
　Ｓ２９～Ｓ３５に示すように、３つの制御のうちのいずれの制御を優先すべきかがと判
断されると、Ｓ３６において、各調整装置６０の目標モータ回転角θ*のうちの複数のも
のが設定閾回転角θMAXを越えているか否かが判断される。各調整装置６０の目標モータ
回転角θ*のうちの１つのものだけが設定閾回転角θMAXを越えていると判断された場合は
、Ｓ３７において、その設定閾回転角θMAXを越える目標モータ回転角θ*を構成する目標
回転角成分θ*

S，θ*
R，θ*

Pを対象装置の目標回転角成分θ*
TR，θ*

TS，θ*
TPとして、

上述のように、各成分ごとの目標モータ回転角成分低減ゲインＫS，ＫR，ＫPが決定され
る。また、Ｓ３６において、各調整装置６０の目標モータ回転角θ*のうちの複数のもの
が設定閾回転角θMAXを越えていると判断された場合には、Ｓ３８において、設定閾回転
角θMAXを越える複数の目標モータ回転角θ*に対応して、複数セットの目標モータ回転角
成分低減ゲインＫS，ＫR，ＫPが決定される。続いて、Ｓ３９において、図９を用いて詳
しく説明したように、それら複数セットの目標モータ回転角成分低減ゲインＫS，ＫR，Ｋ

Pのうちから１セットの目標モータ回転角成分低減ゲインＫS，ＫR，ＫPが選択される。目
標モータ回転角成分低減ゲインＫS，ＫR，ＫPが決定、若しくは、選択されると、このサ
ブルーチンが終了する。
【０１１１】
　目標モータ回転角成分低減ゲイン決定サブルーチンの実行の後、Ｓ１０において、目標
モータ回転角成分低減ゲインＫS，ＫR，ＫPに基づいて、低減目標モータ回転角θ*

Lが各
調整装置６０に対応して決定される。そして、Ｓ１１において、決定された低減目標モー
タ回転角θ*

Lに基づき、前述のＰＩ制御則に従う式に従って、目標供給電流ｉ*が各調整
装置６０に対応して決定される。また、Ｓ８において、各調整装置６０に対応して決定さ
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れた目標モータ回転角θ*の全てが設定閾回転角θMAX以下であると判断された場合には、
Ｓ１２において、決定された目標モータ回転角θ*に基づき、前述のＰＩ制御則に従う式
に従って、目標供給電流ｉ*が各調整装置６０に対応して決定される。目標供給電流ｉ*が
決定されると、Ｓ１３において、各調整装置６０に対応して決定された目標供給電流ｉ*

に基づく制御信号がそれぞれに対応するインバータ１１２に送信された後、本プログラム
の１回の実行が終了する。
【０１１２】
　ちなみに、振動減衰制御とロール抑制制御とピッチ抑制制御とのうちの優先すべき制御
が変更すると、目標モータ回転角成分低減ゲインＫS，ＫR，ＫPが大きく変更され、低減
目標モータ回転角θ*

Lが急激に変化する場合がある。このような場合の低減目標モータ回
転角θ*

Lの急激な変化を回避すべく、本システム１０において、変化前の低減目標モータ
回転角θ*

Lが変化後の低減目標モータ回転角θ*
Lに漸変するような処理が実行されるプロ

グラムが実行されてもよい。
【０１１３】
　≪コントローラの機能構成≫
　上記調整装置制御プログラムを実行するコントローラ１１４は、それの実行処理に鑑み
れば、図１２に示すような機能構成を有するものと考えることができる。図から解るよう
に、コントローラ１１４は、Ｓ１～Ｓ７の処理を実行する機能部、つまり、制御目標値と
しての目標モータ回転角θ*を決定する機能部として、制御目標値決定部１４０を、Ｓ９
～Ｓ１１の処理を実行する機能部、つまり、制御目標値としての目標モータ回転角θ*を
低減させる機能部として、制御目標値低減部１４２を、それぞれ有している。
【０１１４】
　なお、制御目標値決定部１４０は、Ｓ１，Ｓ２の処理を実行する機能部、つまり、振動
抑制制御のための振動抑制成分θ*

Sを決定する機能部として、振動抑制成分決定部１４４
を、Ｓ３，Ｓ４の処理を実行する機能部、つまり、ロール抑制制御のためのロール抑制成
分θ*

Rを決定する機能部として、ロール抑制成分決定部１４６を、Ｓ５，Ｓ６の処理を実
行する機能部、つまり、ピッチ抑制制御のためのピッチ抑制成分θ*

Rを決定する機能部と
して、ピッチ抑制成分決定部１４８を、それぞれ備えている。また、制御目標値低減部１
４２は、目標モータ回転角成分低減ゲイン決定サブルーチンの処理を実行する機能部、つ
まり、目標モータ回転角θ*を低減させるための特定の低減規則としての各制御ごとの目
標モータ回転角成分低減ゲインＫS，ＫR，ＫPを決定する機能部として、特定低減規則決
定部１５０を備えており、その特定低減規則決定部１５０は、Ｓ２２～Ｓ３５の処理を実
行する機能部、つまり、振動抑制制御とロール抑制制御とピッチ抑制制御とのうちのいず
れの制御を優先すべきかを判定する機能部として、優先制御判定部１５２を備えている。
【図面の簡単な説明】
【０１１５】
【図１】請求可能発明の実施例である車両用サスペンションシステムの全体構成を示す模
式図である。
【図２】図１の車両用サスペンションシステムの備えるサスペンション装置を車両後方か
らの視点において示す模式図である。
【図３】図１の車両用サスペンションシステムの備えるサスペンション装置を車両上方か
らの視点において示す模式図である。
【図４】サスペンション装置の備える調整装置を構成するアクチュエータを示す概略断面
図である。
【図５】サスペンション装置を概念的に示す図である。
【図６】実施例のアクチュエータの正効率および逆効率を概念的に示すグラフである。
【図７】車両の典型的な一旋回動作中におけるロール抑制力，目標モータ回転角，実モー
タ回転角，比例項電流成分，積分項電流成分，目標供給電流の時間経過に対する変化を概
略的に示すチャートである。
【図８】対象装置の目標モータ回転角と対象外装置の目標モータ回転角との低減前後の関
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係を模式的に示したグラフである。
【図９】２つの調整装置の目標モータ回転角が設定閾回転角を超えた場合の目標モータ回
転角の低減前後の関係を模式的に示したグラフである。
【図１０】調整装置制御プログラムを示すフローチャートである。
【図１１】調整装置制御プログラムにおいて実行される目標モータ回転角成分低減ゲイン
決定サブルーチンを示すフローチャートである。
【図１２】サスペンションシステムの制御を司る制御装置の機能を示すブロック図である
。
【符号の説明】
【０１１６】
　１０：車両用サスペンションシステム　　３６：第２ロアアーム（車輪保持部）（ばね
下部）　　５０：コイルスプリング（サスペンションスプリング）　　５２：ショックア
ブソーバ　　５４：マウント部（ばね上部）　　６０：車体車輪間距離調整装置（接近離
間力発生装置）　　６２：Ｌ字形バー（弾性体）　　６６：アクチュエータ　　７０：シ
ャフト部　　７２：アーム部　　８０：電磁モータ　　８２：減速機　　１１０：電子制
御ユニット（制御装置）　　１４０：制御目標値決定部　　１４２：制御目標値低減部

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図９】 【図１０】
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